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第１章 計画策定の概略 
                                          

 

１．計画策定の趣旨 
 

佐用町においては、平成 19 年３月に「佐用町障害者計画及び障害福祉計画」、平成 21

年３月には「第２期佐用町障害福祉計画」、平成 24 年３月には「第 3期佐用町障害福祉計

画」を策定し、「リハビリテーション」「ノーマライゼーション」「エンパワメント」の理念

を計画の基本理念として、すべての障害のある人の自立と社会参加の実現をめざして、障

害のある人の施策の推進に取り組んできました。 

 

国では、国際連合の「障害者の権利に関する条約」の締結に必要な、国内法の整備をは

じめとする、障害のある人の施策の抜本的な見直しが行われており、これまで「障害者基

本法」の改正（平成 23 年 8 月公布）や「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律」の制定（平成 23 年 6 月公布）、平成 22 年 12 月及び平成 24 年 6

月の２回にわたる「障害者自立支援法」の大幅な改正（平成 24 年 6 月の改正によって「障

害者総合支援法」に改称）が行われています。 

 

また、平成 28 年４月に施行予定である「障害者差別解消法」において、公的機関につ

いては「社会的障壁の除去」を障害のある人や家族から求められた場合に「合理的配慮」

をすることの義務付けが行われるよう求められています。 

 

「障害者基本法」の改正では、社会的障壁（日常生活や社会生活を営む上で障壁となる

事物、制度、慣行、観念など）の除去や、合理的な配慮がされなければならないとの規定

がなされています。個人が、希望に応じた社会的活動への参加を妨げられないためにも、

施設・設備のバリアフリー化といった物理的障壁の除去はもちろんのこと、雇用、就学そ

の他の社会活動への参加に際しての障害等による排除など、制度上や慣行上の障壁の除去

も含めた日常生活における問題の解決が重要となっています。 

 

こうした法制度の変革の動きに的確に対応していくとともに、現行の「佐用町障害者計

画」の実績やアンケート・団体調査の結果を踏まえ、障害のある人が地域において安心し

て暮らすことのできる共生社会をめざし、啓発・広報、地域生活の支援、保健、医療、介

護、雇用、教育、生活環境、危機管理など幅広い分野を対象とした、「第２次佐用町障害者

計画及び第４期佐用町障害福祉計画」（以下、本計画）を新たに策定します。 
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２．障害福祉制度の変遷（国の動き） 

 

平成 18 年４月「障害者自立支援法」施行 

●身体・知的・精神の３障害のサービスを一元化         ●応益負担 

●支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）の導入   等 

 

平成 19 年９月「障害者の権利に関する条約」に署名（未批准） 

●内容（全 50条） 障害者の市民的、政治的権利、アクセスの確保、教育・労働・雇用・社会保障の 

権利などを保障。障害に基づく差別を禁止 

 

●「障害者自立支援法」を廃止し、応能負担を基本とする総合的な制度をつくることが検討される 

●障害福祉サービス等に係る低所得者層（町民税非課税世帯）の利用者負担を無料化（平成 22年４月） 

 

平成 22 年６月「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」閣議決定 

●「障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意見）」を最大限尊重 

●基本的考え方：障害の有無に関わらず、相互に個性の差異と多様性を尊重し、人格を認め合う共生社会の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者自立支援法等の一部改正 

●Ｈ22 年 12 月 10 日 公布・施行 

・発達障害が障害者自立支援法の対象に 

なることの明確化 

●Ｈ23 年 10 月 1 日 施行 

・グループホーム利用の助成 

●Ｈ24 年 4 月 1 日 施行 

・応能負担原則への見直し 

・支給決定プロセスの見直し 

H22 年12月17日の「障

害者制度改革推進会議」

にて、「障害者制度改革の

推進のための第二次意

見」を取りまとめ 

 

平成 26 年２月「障害者の権利に関する条約」発効 

平成 26 年４月１日 施行 

「障害者総合支援法」制定 

●H24 年６月 27 日 公布 

●H25 年４月１日 施行 

●社会モデルに基づく理念の具体化、難

病患者への支援、地域生活支援事業の

追加など 

●Ｈ26 年４月１日 施行 

●障害者支援区分の創設、重度訪問介護

の対象拡大、ケアホームとグループホ

ームの統合、地域移行支援の対処拡大 

「障害者虐待防止法」

制定 

●Ｈ24 年 10 月１日 施行 

●通報義務、立入調査権等を

規定 

「障害者基本法」改正 

●Ｈ23 年 8 月５日公布・施行 

※一部は政令で定める日 

●推進会議の第二次意見に

基づき改正案を策定 

●差別の禁止、教育・選挙 

における配慮等を規定 

「障害者差別解消法」

制定 

●Ｈ25 年６月 19 日 成立 

●Ｈ28 年４月１日 施行 

●差別禁止部会の意見に基

づき策定 

●差別の禁止、人権被害救済

など 

を規定 
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３．計画の位置づけ 

本計画は、「障害者基本法」に基づく市町村障害者計画と、「障害者総合支援法」に基づ

く障害福祉計画の２つの計画を一体的な計画として策定するものです。 

市町村障害者計画は障害者基本法第 11 条第３項に基づくものであり、障害のある人の

施策を推進するための基本理念、基本目標を定めることにより、その方向性を明らかにし、

今後の障害者施策を推進するにあたっての指針となるものです。また、市町村障害福祉計

画は、障害者総合支援法第 88 条に基づき策定するもので、障害福祉サービス等の提供に

関する具体的な体制づくりやサービス等を確保するための方策等を示す実施計画となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「佐用町障害者計画」 

〈平成 18～27 年度〉 

※計画策定当初は平成 27 年度までを想定 

障害のある人の施策の理念や 

基本方針を定める計画 

 
 
 
 
 
 

計画の 
推進 

障害者基本法 
障害者自立支援法（平成24年まで） 
障害者総合支援法（平成 25 年より） 

「第３期佐用町障害福祉計画」 

（平成 24～26 年度） 
整合 

 
計画の推進 

 
計画の推進 

サービス見込量の見直し〈平成 23年度〉 

 

「佐用町障害福祉計画」 

〈平成 18～20 年度〉 

「第２期佐用町障害福祉計画」 

〈平成 21～23 年度〉 

障害福祉サービスの実施計画 

サービス見込量の見直し〈平成 26年度〉 

 
「第４期佐用町障害福祉計画」 

（平成 27～29 年度） 

「第２次佐用町障害者計画」 

（平成 27～35 年度） 
整合 

施策の見直し〈平成 26年度〉 

 

 
計画の推進 

 
計画の推進 
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４．他計画との関係性 

本計画は、国の「障害者基本計画（第３次）」（平成 25 年度～平成 29 年度）や、兵庫

県の「ひょうご障害者福祉プラン・第４期兵庫県障害福祉計画」（平成 27 年度～平成 32

年度）を踏まえ、「佐用町総合計画後期基本計画」（平成 24 年度～平成 28 年度）を上位

計画として、様々な関連計画と整合性を持たせたものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐用町高齢者福祉計画及び 

第６期介護保険事業計画 

第２次佐用町障害者計画及び 

第４期佐用町障害福祉計画 

佐用町総合計画後期基本計画 

 
佐用町子ども・子育て支援事業計画 

【国】 

障害者基本計画（第３次） 

【兵庫県】 

ひょうご障害者福祉プラン・ 

第４期兵庫県障害福祉計画 

 
健康さよう 21 佐用町健康増進計画 

 
佐用町食育推進計画 

 
佐用町地域防災計画 

 
さようふくしプラン 
（社会福祉協議会による地域福祉推進計画） 

 
連携 



 5 

５．計画策定にあたって 
 

（１）アンケート調査の実施 

障害者手帳をお持ちの方と難病の方約 1,400 人のうち、70 歳未満 450 人を対象に、

日々の生活状況や福祉サービスの認知・利用度、保健・医療、就労や介護者の状況など、

幅広い事柄について意見をうかがい、本計画を策定するにあたっての基礎資料としました。 
 

障害のある方の福祉に関するアンケート調査 

調査対象者 
身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者 

精神障害者保健福祉手帳所持者、難病患者 

配布数 450 通 

抽出方法 無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

回収率 52.2％（235 通） 

調査期間 平成 26 年８月８日～平成 26 年８月 25日 

 

 

（２）関係団体へのヒアリング調査の実施 

町内の障害者団体などの当事者団体に対して、計画策定における課題・今後の展望など

についてヒアリングシートによる調査を行いました。 
 

項目 設問例 ねらい 

基本情報 ・団体のプロフィール ・団体活動の現状の把握 

啓発・広報・理解・社会参加 

・各分野の現状や問題

点、課題について 

・団体活動を進めていく上で、各分

野に関しての現状や問題点、課題

を把握します 

生活支援 

生活環境 

教育・育成 

雇用・就業 

保健・医療 

情報・コミュニケーション 

佐用町の障害者施策の良い

点・改善すべき点 

・これまでの障害者施策

の良い点・改善すべき

点について 

・団体からの視点による、佐用町の

これまでの障害者施策の評価を把

握します 
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項目 設問例 ねらい 

町としての重点課題 
・施策を進めていく上で

の課題について 

・佐用町として優先度が高く、満足

度が低い施策を把握し、本計画の

優先課題を設定します 

・本計画の基本理念や施策体制を設

定する上での参考とします 

その他 
・計画策定についての意

見や提案 
・自由意見の把握 

 

 

（３）住民等の意見募集の実施 

計画策定にあたっては、ホームページにおいて計画案を公表し、住民等の考えや意見を

募集します。 
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第２章 計画の基本方向 
                                          

１．計画策定にあたって必要な視点 

 

（１）社会全体のバリアフリー化の視点 
社会参加を阻んでいる物理的な障壁、制度や習慣などの障壁、情報の障壁、

人々の意識に関わる障壁など、あらゆる障壁（バリア）を取り除き、障害の有

無にかかわらず、その能力を最大限発揮しながら、安心して生活できるよう配

慮します。 

また、どのような方でも情報などを手に入れやすい環境を整備し、すべての町

民にとって生活しやすいまちづくりを社会全体で進めていきます。 

 

（２）意思決定の視点 
ライフステージのすべての段階において、障害のある人が自ら選択・決定す

ることができるように、次のことに取り組みます。 

○当事者本位の自立した生活を送るために必要となる様々なサービスや支援

を行います。 

○支援のための政策、施策等の形成・決定過程、計画等策定への当事者を含む

町民の主体的な参加を推進します。 

 

（３） 共生の視点 
障害のある人のニーズや特性等に応じた適切な支援を提供できるように、次

のことに取り組みます。 

○事業所や関係機関、行政各分野がより緊密な連携を図ります。 

○町民一人ひとりが自立しながら共存し、地域でお互いを尊重し、ともに支え

合い、助け合う「共生」のまちづくりを展開します。 
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２．基本理念（仮） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者基本法第１条に、「障害者施策は、すべての国民が、障害の有無にかかわらず、等

しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるという理念にのっとり、

すべての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の実現をめざして講じられる必要がある。」と規定されています。

本町においても、本計画の策定によって障害の有無にかかわらず各々の個性が尊重され、

だれもが安心して、一人の町民として同じ立場で暮らしていけるまちをめざしていくこと

が必要です。 

そのために、障害のある人の日常生活や社会参加に必要な一人ひとりに応じた支援を、

個人や家族だけの課題とするのではなく、地域全体の理解・協力のもとで受けることがで

きるよう、「すべての人が安心し、尊重し合いながら暮らせるまち（仮）」をめざしていき

ます。 

 

 

 

 

 

基本理念 

すべての人が安心し、尊重し合いながら

暮らせるまち（仮） 
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３．施策体系（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

すべての人が安心し、尊重し合いながら暮らせるまち（仮） 

基本方針 

（１）地域で支える基盤づくり 

（２）在宅福祉サービスの充実 

（３）居住支援の充実 

（４）保健・医療の充実 

（５）相談支援体制の充実 

（６）情報への利用しやすさの向上 

１．障害のある方への理解の促進 

～差別の解消、交流活動、 

権利擁護の推進～ 

（１）障害を理由とする差別の解消 

（２）福祉教育の推進 

（３）ボランティア活動等の促進 

（４）権利擁護の推進 

（１）保育・教育における支援体制の充実 

（２）障害のある児童への療育の充実 

（３）インクルーシブ教育システムの構築 

３．障害のある児童・生徒への

支援 

～療育・保育・教育～ 

（１）障害特性に応じた就労支援及び 

多様な就業の機会の確保 

（２）文化芸術活動、スポーツ等の振興 

４．生きがいをもって生活でき

る社会づくり 

～雇用・就業、文化芸術 

活動・スポーツなど～ 

（１）福祉のまちづくりの推進 

（２）防犯・防災対策の推進 

 

施策の内容 

 

２．地域での生活の支援 

～生活支援、保健・医療～ 

５．安全・安心な環境づくり 

～生活環境、安全・安心～ 

第４期佐用町障害福祉計画 
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４．計画の推進体制 
 

（１）町民・事業者・地域などとの協働の推進 

障害者団体やボランティアグループ、地域組織、教育機関、サービス提供事業者、

保健・医療機関、ＮＰＯなど、様々な団体との協働体制の強化に取り組み、障害の

ある人にとって暮らしやすいまちづくりの一層の推進を図ります。 
 

（２）個々の障害特性に沿ったきめ細やかな相談・支援体制の実施 

障害のある人への理解の促進に努めるとともに、地域包括支援センターをはじめ

とする関係機関等との連携を図りつつ、地域で支えていく基盤づくりや社会参加の

促進、安全・安心の支援体制などの充実を図っていきます。 
 

（３）計画の達成状況の点検及び評価 

障害者総合支援法においては、ＰＤＣＡ（計画―実施―評価―改善）のサイクル

を障害者福祉に導入するように挙げられています。 

そのため、本計画も各施策の実施状況などについて、佐用町自立支援連絡会など

に随時意見を聴きながら、計画の進捗管理を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・佐用町障害者自立

支援連絡会 

・庁内関係各課 

・庁内関係各課や関係

機関との連携による

事業展開 

・随時施策に反映 

見直し 

（Action） 

計画策定 

(Plａｎ） 

評価 

（Check） 

推進 

（Ｄo） 

 
・佐用町障害者自立

支援連絡会 
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第３章 施策の展開 
                                          

１．障害のある方への理解の促進 

～差別の解消、交流活動、権利擁護の推進～ 
 

（１）障害を理由とする差別の解消 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 町民への啓発 

広報やホームページ、ＣＡＴＶ等を活用し、町

民の障害者に対する正しい理解を促進します。ま

た、障害者や障害者団体等と連携し、各種フォー

ラム等様々な機会を通じて障害及び障害者に対

する町民意識の高揚を図ります。 

２ 人権相談事業等の充実 

障害者の人権が尊重されるよう、相談業務の充

実に努めます。また、障害者の福祉用具や財産管

理、地域や職場での人間関係など、様々な相談に

応じる障害者総合相談センターの設置を検討し

ます。さらに、相談支援事業所や広域での連携を

図りつつ、障害者総合相談日を設けるなど、幅広

い支援体制の構築に向けた取り組みを推進しま

す。 

 

○障害のある人が、障害を理由として差別を受けたり、障害への配慮がないため、暮ら

しにくさを感じたりすることがないよう、「障害者基本法」に定める「社会的障壁の

除去のための必要かつ合理的な配慮」の理念をはじめ、発達障害、高次脳機能障害の

ある人、難病患者などの障害特性や、障害者への理解を深めるための周知・啓発を推

進します。そのような取り組みを通じて、町民意識の高揚を図りつつ、人権相談事業

を充実させるなど、差別の解消に向けた取り組みを促進します。 
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（２）福祉教育の推進 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 福祉教育の充実 

児童・生徒が障害や障害者に対する正しい理解

を深めるよう、学校教育において模擬体験等を通

した授業など、福祉教育を推進します。また、

ＮＰＯや福祉団体などと連携し、地域における福

祉教育を充実します。 

２ 交流学習の推進 

障害のある児童と障害のない児童とが、日常的

なふれあいやともに活動する機会を通じて、互い

に理解を深め合い、相互の豊かな人間性を育むこ

とができるよう、特別支援学級と通常の学級、普

通学校と特別支援学校など、学校内や学校間等に

おいて、交流及び共同学習を推進します。 

 

（３）ボランティア活動等の促進 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 
ボランティアセンター機能の 

充実 

社会福祉協議会と連携し、ボランティアの募集

や団体の活動内容など、ボランティア活動に関す

る情報を広く発信するとともに、障害者のボラン

ティアニーズに迅速かつ適切に対応できるよう、

コーディネート体制の充実を図ります。 

２ ボランティアの養成支援 

社会福祉協議会やボランティア団体と連携し、

手話奉仕員養成講座、要約筆記奉仕員養成講座を

開催し、ボランティア活動に携わる人材の養成と

確保を図ります。また、町民に対し、広報などを

通じ、ボランティア活動への参加を広く促しま

す。 

３ ボランティアの活用促進 

障害者の社会参加のための手話・要約筆記奉仕

員の派遣や障害者の健康づくり、スポーツ活動、

文化活動などに、ボランティアや福祉団体を積極

的に活用していきます。 
 

○各学校・家庭・地域などにおいて、障害のない人が人権や福祉について学ぶことがで

きる機会を増やすとともに、障害のある児童とない児童が、ともに育ち合うことがで

きる環境づくりに取り組みます。 

 

○ボランティア等の活動に対する援助をはじめ、ボランティア活動等に携わる人材の養

成と確保への取り組みを推進することで、団体が継続的に活動できる支援に努めます。 
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（４）権利擁護の推進 

 

 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 成年後見制度の普及啓発 

知的障害者や精神障害者、認知症高齢者等の判

断能力が十分でない方の保護（財産管理や身上監

護）を、代理権や同意権・取消権が付与された後

見人などが行う成年後見制度の周知・普及を図り

ます。 

２ 西播磨圏域の市町との連携 

西播磨圏域の市町と連携し、高齢者や障害者へ

の成年後見制度の普及・啓発・相談や家庭裁判所

への申し立て支援などを行うとともに、市民後見

人の養成・支援を行う西播磨成年後見支援センタ

ー（仮称）を設置します。 

３ 
地域福祉権利擁護事業の 

利用促進 

判断能力が不十分で適切な福祉サービスを利

用することが困難な障害者に対し、福祉サービス

の利用や日常の金銭管理などを支援する地域福

祉権利擁護事業について、事業の実施主体者であ

る社会福祉協議会と連携し、制度の周知・普及を

図ります。 

４ 障害者に対する虐待防止 

障害者虐待防止センターを設置し、虐待防止、

早期発見への対応ができる体制を充実させます。

さらに虐待防止ネットワーク会議を開催するこ

とで、高齢者、要保護児童と共通の虐待防止ネッ

トワークの構築に向けた取り組みを推進します。 

 

 

○権利擁護、権利行使や福祉サービス利用の援助を行う関係機関と連携し、障害のある

人の財産の保全管理や、対象者の早期発見に努めます。加えて、障害のある人が、ど

んなときでも、誰もが持っている権利が守られるように、広く活動を周知していきま

す。また、障害のある人への虐待の防止に向けた、手厚いネットワークの構築を推進

します。 
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２．地域での生活の支援 ～生活支援、保健・医療～ 
 

（１）地域で支える基盤づくり 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 佐用町自立支援連絡会の設置 

佐用町自立支援連絡会を設置し、地域の保健・

医療・福祉・就労・教育機関や障害当事者の連携

を図ります。個別支援会議の開催やサービス担当

者会議などを活用し、障害者のニーズに応じた支

援を検討します。 

2 ケアマネジメント手法の導入 

相談支援事業者と連携し、障害者の心身の状

況、社会活動や介護者、居住等の状況、サービス

の利用意向など一人ひとりのニーズを把握し、当

事者の置かれている環境、地域性などに適した支

援を行います。 

３ 地域生活移行支援の充実 

地域における居住の場としてのグループホー

ムの充実を図るとともに、広域的なサービス調整

を図ることで、福祉施設入所や病院への入院から

地域生活への移行を進めます。 

４ コミュニケーション支援の充実 

聴覚、言語機能、音声機能、その他の障害のた

め、日常生活において意志の疎通を図ることに支

障がある身体障害者のコミュニケーションを支

援するため、手話奉仕員や要約筆記者の派遣の充

実に努めます。 

５ 研修への参加促進 

障害者福祉サービスや相談支援の質の向上を

図るため、障害者福祉促進サービスや相談支援を

提供する者の育成を目的とした各種養成研修に

ついて、研修開催情報を提供することで、サービ

ス提供者の受講の促進を図ります。 

６ 交通費の助成 

障害者の生活の安定を図るため、通園施設利用

者、障害児通所、地域活動支援センター利用者、

町外医療機関通院者（児）に対し、交通費の半額

を助成します。 

 

 

 

○障害のある人の自立した生活を支援するために、各主体の取り組みを推進し、連携を

図ることで、住み慣れた地域での生活がよりよいものとなる基盤づくりに努めます。 
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No. 主な取り組み 取り組み内容 

７ 移動支援事業の充実 

社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等

の日常生活において、障害者等が円滑に外出でき

るよう、事前予約により自宅まで迎えに行くデマ

ンド方式の外出支援サービス事業（さよさよサー

ビス）の充実に努めます。 

８ 移動に対する経済的支援 

身体障害者の自動車運転免許の取得に要する

費用や自動車の運転に必要な改造に要する費用

に対する各種助成制度について周知を図り、障害

者の社会参加を支援します。また、障害者の外出

機会を応援し、通院や買い物を支援するタクシー

乗車運賃助成事業の充実を図ります。 

９ 
広域による第三者評価事業の 

充実 

事業者の提供するサービスの質を事業者や利

用者以外の公正・中立な第三者機関が、専門的か

つ客観的な立場から評価する兵庫県福祉サービ

ス第三者評価委員会と連携をとり、播磨地域福祉

サービス第三者評価機構の充実に努めます。 

10 サービスに対する苦情への対応 

福祉サービス利用者と当事者の間で生じた苦

情について、公正・中立な第三者機関として、苦

情解決援助を行う兵庫県社会福祉協議会の運営

適正化委員会について周知を図り、利用者の権利

を擁護し、サービスを適切に利用できるよう支援

します。 
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（２）在宅福祉サービスの充実 

 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 訪問系サービスの充実 

在宅の障害者やその家族が地域の中で安心し

て生活できるよう、入浴、排せつ、食事の介護な

どを行う訪問系サービスについては、障害特性や

多様化するニーズに対応できるよう、広域的なサ

ービス調整と新規事業者の参入を働きかけ、サー

ビス提供体制の充実を図ります。 

2 日中活動サービスの充実 

特別支援学校の卒業生、施設退所者、病院から

の退院者等の障害特性や日中活動のニーズに対

応できるよう、広域的なサービス調整と新規事業

者の参入、既存サービスの拡張等を働きかけ、サ

ービス提供体制の充実を図ります。 

３ 日常生活用具の給付 

医療機関や相談支援事業者、障害福祉サービス

事業者と連携し、障害者の日常生活上の利便性の

向上を図る日常生活用具給付制度の周知を図り、

利用を促進します。 

４ 補装具費の支給 

医療機関や相談支援事業者、障害福祉サービス

事業者と連携し、補装具費支給制度の周知を図

り、利用を促進します。 

５ 訪問入浴サービス等の充実 

家庭において入浴することが困難な重度身体

障害者に対する訪問入浴サービス事業等の充実

を図り、障害者やその家族の日常生活や社会生活

を支援します。 

６ 住宅改修の支援 

障害者が障害に応じた居住空間を確保できる

よう、「人生８０年いきいき住宅助成事業」と「障

害者等住宅改修費給付事業」の周知を図り、利用

を促進します。 

 

○障害のある人が必要な支援を受けながら、住み慣れた居宅で生活し続けることができ

るよう、在宅福祉サービスの充実を図ります。さらに、広域での連携を促進すること

で、医療的なケアや常時介護が必要な重度の障害のある人などが、日中活動ができる

サービスの確保に努めます。 
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（３）居住支援の充実 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 居住系サービスの充実 

居住系サービスは、障害者に適切な住まいの場

を提供するサービスであり、必要不可欠なもので

あることから、施設の不足等がないよう、関係機

関と連携を図りつつ、サービス供給基盤の整備・

充実に努めます。 

2 日中一時支援の実施 

障害者の家族の就労支援や日常的に障害者を

介護している家族の負担を軽減するために、障害

者の日中における活動の場や障害のある児童の

放課後などの居場所を確保する日中一時支援事

業の充実を図ります。 

３ 生活の場の確保 

障害者が障害の程度や社会適応能力などによ

り、適切な場で生活できるよう、グループホーム

等の生活の場の充実を図るとともに、グループホ

ーム等を設置する社会福祉法人などの事業拡大

を支援します。また、グループホーム家賃助成制

度により、利用者の負担軽減を図ります。 

４ 
地域活動支援センターの 

利用促進 

障害者の社会参加、居場所づくりとして、創作

的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の

促進等の便宜を供与する地域活動支援センター

について利用を促進します。また、引きこもりや

アルコール依存の方に対する情報提供に努めま

す。 

５ 施設サービスの充実 

地域生活が困難な障害者が、身近な地域で必要

な施設サービスが受けられるよう支援します。ま

た、事業者に対し、広域的なサービス調整と既存

サービスの拡張等を働きかけ、サービス提供体制

の充実を図ります。さらに、第三者評価の受審を

積極的に促し、サービスの質の向上を図ります。 

 

○入所施設や精神科病院からの地域生活への移行・定着を促進します。また、在宅への

移行を進めるだけでなく、障害のある人それぞれの状況に即した地域生活を支援して

いくため、グループホームなどの「住まいの場」の充実を図ります。 
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（４）保健・医療の充実 

 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 医療費の負担軽減 

自立支援医療制度、重度障害者医療費助成制

度、高齢重度障害者医療費助成制度などの障害者

医療費助成制度の周知に努め、対象者の事業利用

を促進し、障害者及びその家族の経済的負担の軽

減を図ります。 

2 各種手当制度などの周知 

障害者年金、国の特別障害者手当や特別児童扶

養手当など各種の所得保障制度の情報周知を図

り、対象者に受給を促します。 

３ 
障害者手帳取得によるサービス

の利用促進 

身体障害者手帳などの手帳取得により受ける

ことができる所得税、町県民税、自動車税などの

税の軽減制度やその他公共サービス事業者が実

施する障害者へのサービスについて、手帳交付時

のほか、わかりやすい障害者のしおりの作成、ホ

ームページ、広報などにより適切に申請手続きを

促し、障害者やその家族の経済的負担を軽減しま

す。 

４ 
心身障害者扶養共済制度の加入

促進・補助 

障害者の親や介護者が死亡または重度障害者

となったときの障害者の生活の安定を図るため、

心身障害者扶養共済制度について周知を図り、加

入を促進します。また、加入者の生活安定のため

に掛金補助の充実を図ります。 

５ サービス利用者の負担軽減 

障害福祉サービス及び地域生活支援事業の利

用負担の一部について、所得に応じた負担軽減を

行います。 

６ 自立支援医療の給付 

障害者の心身の障害の状態の軽減を図り、自立

した日常生活または社会生活が送れるよう、指定

医療機関、身体障害者更生相談所、精神保健福祉

センターと連携し、自立支援医療を適切に給付し

ます。 

 

○障害の原因となる疾病の予防と早期発見に取り組むとともに、心と体の健康づくりを

支える適切な保健サービスなどを提供することで、健康づくりの支援を行います。ま

た、地域において必要かつ適切な保健・医療サービスが利用できるよう、体制の整備

を図っていきます。 
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No. 主な取り組み 取り組み内容 

７ 在宅医療・訪問看護の推進 

外出困難な障害者や高齢者が、できる限り住み

慣れた地域で継続的、包括的に提供されるよう

に、在宅医療・訪問看護の充実を医療機関などに

働きかけていきます。また、負担の軽減策につい

ても検討します。 

８ 健康づくり活動の充実 

障害の発生や重度化を未然に防ぐため、地域住

民に対する健康づくり意識の高揚に努めるとと

もに、地域や家庭における町民の主体的な健康づ

くり活動を支援します。 

９ 心の健康づくり 

心の健康を保つため、ストレスや睡眠、こころ

の病気などに関する知識の普及啓発を図るとと

もに、地域の保健・福祉・医療機関、学校などの

各主体と連携し、相談等のサポート体制の充実を

図ります。また自殺予防対策にも取り組みます。 

10 リハビリテーションの充実 

町内医療機関や県立西播磨総合リハビリテー

ションセンター等と連携をとり自立と社会参加

の支援のために必要な医学的・社会的・職業的リ

ハビリテーションサービスが受けることができ

るように充実を図ります。 
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（５）相談支援体制の充実 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 相談支援体制の連携 

福祉・医療サービスの利用方法や今後の生活の

場など、障害者やその家族が持っている様々な不

安、ニーズについて、相談支援事業者やサービス

事業者、民生委員・児童委員、県等関係機関と連

携し、安心して相談できる体制の強化を図りま

す。 

2 相談支援事業の充実 

地域の障害者の福祉に関する様々な問題やニ

ーズについて、障害者やその家族からの相談に応

じて必要な情報やアドバイスを提供するなど、必

要な援助を行う相談支援事業の充実を図ります。 

３ 障害者相談員の活用 

身体障害者相談員、知的障害者相談員、精神障

害者相談員を活用し、障害者からの相談等に対し

適切な情報提供を行うとともに、民生委員・児童

委員など地域福祉活動を行う関係者と緊密に連

携し、障害者やその家族の不安解消を図ります。

さらに、県、圏域等で開催される障害者相談員研

修への参加を促進することで、相談員のスキルア

ップを図ります。 

 

（６）情報への利用しやすさの向上 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 情報提供の充実 

障害者に関連する行政情報や様々な障害者

福祉サービスについて、広報、防災行政無線、

ＣＡＴＶ、ホームページ、リーフレットの配付な

ど、あらゆる媒体を活用し、一層の情報周知を図

ります。また、聴覚障害のある希望者には、防災

行政無線文字表示機の貸与や、緊急放送をＦＡＸ

で送信します。加えて、町のホームページに放送

内容を掲載します。  

○相談支援体制の連携、障害者相談員の活動などを充実させることで、地域の中で障害

のある人を支えていく仕組みを強化します。 

○配慮の行き届いた情報の発信に努め、必要な情報が十分に伝わるよう支援します。ま

た、選挙における配慮として、投票所のバリアフリー化を推進することで、障害をも

つ人の社会参加を促進します。 
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３．障害のある児童・生徒への支援 ～療育・保育・教育～ 
 

（１）保育・教育における支援体制の充実 

 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

１ 発達障害への対応 

自閉症、アスペルガー症候群、学習障害、注意

欠陥多動性障害等の発達障害をもつ児童生徒に

対する支援体制を充実するため、個別の教育支援

計画の充実を図るよう関係各機関と連携し推進

します。また、これらの児童に対する教職員の指

導力を向上するため、教職員研修の充実を図りま

す。 

２ 適正な就学指導 

障害のある子どもの就学に関する悩みや不安

を解消するため、保護者の意向を尊重しつつ、障

害のある子どもの能力を最大限に伸ばすことを

重視した就学相談の充実を図ります。 

３ 学校施設のバリアフリー化 

特別な教育的支援を必要とする障害のある子

どもが安心して就学できるよう、階段昇降機、ト

イレ、スロープ、階段への手すりの設置など、学

校施設におけるバリアフリー化等の「合理的配

慮」と「基礎的環境整備」を計画的・段階的に推

進します。 

４ 特別支援学級の設置・拡充 

特別な教育的支援が必要とされる児童・生徒に

対して、そのニーズに応じた指導が適切に行える

よう、特別支援学級を設置するとともに、障害種

別に応じた教材・備品の拡充などを通して、教育

環境のユニバーサル化を図ります。 

５ 障害児通所支援の充実 

障害のある児童が、身体や精神の状況、置かれ

ている環境に応じた適切な個別指導・訓練が受け

られるよう、広域における連携を図りつつ、児童

発達支援センターにおいて、児童発達支援、放課

後等デイサービス、保育所等訪問支援を実施しま

す。 

 

 

 

○障害のある子どもも障害のない子どもも互いにのびのびと日常生活を過ごし、学ぶ機

会を増やすことで、双方の豊かな人格の形成をめざします。また、適正な就学指導を

行うことで、子どもの能力を最大限に伸ばすことを重視した就学相談の充実を図りま

す。 
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No. 主な取り組み 取り組み内容 

６ 
専門機関など幅広い 

ネットワークの確立 

医療機関、特別支援学校、福祉機関等による幅

広いネットワークを確立させ、各学校への支援に

取り組みます。 

 

 

（２）障害のある児童への療育の充実 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 母子保健の充実 

妊婦に母子健康手帳を交付し、保健指導の充実

を図るとともに、妊娠・出産・育児の不安を軽減

し、母子と家族の健康を支えるため、ハイリスク

妊娠の妊婦に対する指導、支援を行います。また、

妊婦や乳幼児を持つ保護者に対して保健師や栄

養士が家庭訪問をするなど、きめ細かな支援体制

の充実を図ります。 

２ 障害の早期発見 

乳幼児健診等により、すべての子どもたちが心

身ともに健やかでいきいきと育つことができる

よう支援するとともに、障害の早期発見により、

障害の程度や発達段階に応じて適切な療育が受

けられるよう、医療機関や福祉関係機関、保育園、

学校などとの連携により、継続的な支援体制の充

実を図ります。 

３ 健康診査等の充実 

身体障害の原因となる生活習慣病などの疾病

の早期発見、慢性化を予防するため、基本健康診

査や各種がん検診などの健康診査体制の充実に

努め、受診率のより一層の向上を図るとともに、

医療機関、福祉機関と連携し、事後指導の強化を

図ります。 

４ 療育体制の充実 

早期療育への支援体制の充実を図るため、西播

磨療育相談、保育園巡回相談などにより、療育の

必要な児童の早期発見に努めます。また、ペアレ

ントトレーニングの開催により、保護者の学習を

促進します。 

 

○母子保健の充実を図りつつ、障害の早期発見に努めます。さらに、障害のある乳幼児

及び家族に対する相談支援や、適切な時期に適切な療育を提供できる体制を構築する

とともに、各主体との連携を促進することで、継続的な支援体制の充実を図ります。 
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（３）インクルーシブ教育システムの構築 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 
特別支援教育コーディネーター

を中心とした連携 

各学校に特別支援教育コーディネーター等を

配置し、校内における特別支援に係る研修会等を

充実させるとともに、関係機関との連携協力の体

制整備を図ります。 

 

 

 

○インクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、すべての子どもたちがともに学び、一

人ひとりの特性・能力に応じた指導が受けられる教育の推進に努めます。 
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４．生きがいをもって生活できる社会づくり 

～雇用・就業、文化芸術活動・スポーツなど～ 
 

（１）障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保 

 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 日中活動系サービスの充実 

障害者の障害特性やニーズに対応できるよう

サービス供給基盤の整備・充実に努めます。また、

本人、家族が安心して訓練、就労へスムーズに移

行できるようにサービスと関係各機関との連携

を推進します。 

2 企業への啓発 

ハローワークや商工会等関係機関と連携し、町

内にある民間企業や事業主に対し、「障害者の雇

用の促進等に関する法律」に係る法定雇用率の達

成について働きかけるとともに、障害者雇用の促

進に向けた取り組みを検討します。また、国や県

などの障害者雇用に係る各種奨励金や助成制度、

税制優遇措置等について広報やホームページな

どを活用し、周知を図ります。 

3 就労支援の充実 

障害のある人の雇用促進を図るために公共職

業安定所、特別支援学校、企業、施設などのネッ

トワークを構築し、福祉施策とトライアル雇用や

ジョブコーチ等の雇用施策の効果的な連携を図

り、情報を共有しながら、障害者雇用を促進する

体制の整備を進めていきます。 

4 福祉的就労の充実 

一般就労は困難であるが、就労を希望する障害

のある人がそれぞれの状況に応じて働き、収入と

生きがいを得られるよう、就労継続支援事業など

を通じて、働く場とする福祉的就労への支援を行

い、充実を図っていきます。 

5 授産品の販売支援 

町関連のイベント等において、授産品などの販

売スペースの確保を図るとともに、学校や保育園

の給食、各種記念品等に授産品を活用するなど、

製造販売の機会を増やし、販売促進を支援しま

す。 

 

 

○いろいろな場で障害のある人が働ける基盤づくりに努めつつ、障害のある人が幅広く

働けるよう、広域での調整を図り、働く場の拡充を図っていきます。また、障害のあ

る人を雇うことへの企業等の不安解消に取り組みます。さらに、関係機関が連携を図

ることで、障害のある人の就労をサポートする体制を構築します。 

○障害のある人が長く働き続けることができるよう、また、仕事をやめても再び働ける

ように支援していきます。 
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No. 主な取り組み 取り組み内容 

６ 
町の発注物品、役務提供に関わる

支援 

授産施設などから供給される物品は、地方自治

法に定める随意契約により優先的に調達します。

また、障害者福祉を目的とするＮＰＯ法人から優

先的に物品・役務の提供を受けられるよう検討し

ます。 

 

（２）文化芸術活動、スポーツ等の振興 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 障害者の学習活動の支援 

障害者の学習活動を促進するため、各種講座等

の実施にあたっては内容を工夫するなど、社会福

祉協議会やＮＰＯ法人などと連携し、障害者に配

慮した事業の実施を図ります。 

2 各種イベント等への支援 

障害者が文化活動等を通して自己実現や社会

参加の機会を広げることができるよう、社会福祉

法人や支援団体等が行う各種イベントの開催を

支援します。 

3 スポーツ活動の支援 

幅広いスポーツ・レクリエーション活動を通じ

て、障害者の体力増強、交流、余暇等の充実を図

るとともに、障害者スポーツを普及するため、す

べての障害者がその特性と興味に応じて参加で

きる障害者のスポーツ競技大会の開催・参加を支

援します。また各種ボランティア関連団体等との

連携により、障害者スポーツの振興を図ります。 

４ 施設利用の促進 

障害者団体等の積極的な文化活動やスポーツ

活動への参加を促進するため、施設利用料の一部

割引を行います。 

 

 

○障害者が文化芸術活動などの生涯学習に親しみ、各種イベントに気軽に参加し、自己

実現や社会参加の機会を広げることができるよう支援します。また、障害者スポーツ

の振興を図り、参加への支援等を促進しつつ、取り組みの発信・周知に努めます。 
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５．安全・安心な環境づくり ～生活環境、安全・安心～ 
 

（１）福祉のまちづくりの推進 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 歩道や公園等のバリアフリー化 

幅の広い歩道の整備や段差の解消、視覚障害者

誘導用ブロックの設置、視覚障害者に配慮した信

号機の設置、多目的トイレ設置など障害者が安全

でかつ快適に円滑な外出ができる環境整備を推

進します。 

2 建築物のバリアフリー化 

すべての町民が安心して生活し、社会参加する

ことができるまちにフリー化するため、「ハート

ビル法」や「兵庫県福祉のまちづくり条例」に基

づいた公共施設の整備を引き続き推進するとと

もに、民間事業者が設置する不特定多数の町民が

出入りする建築物についても、バリアフリー化や

ユニバーサルデザイン化について、助言・指導活

動を行います。 

3 福祉マップの整備 

障害者が安心して外出できるよう、町内の公共

施設、店舗、医療施設などのバリアフリー整備状

況の情報を提供するため、障害者団体とも連携し

ながら、「福祉マップ」を整備します。 

4 駅及び周辺の整備 

障害者等が公共交通機関を利用しやすくする

ために、駅やその周辺施設について、公共交通事

業者である西日本旅客鉄道株式会社等と連携し

て、スロープやエレベーター、多目的トイレ、駐

輪場等の整備を働きかけます。 

5 道路上の障害物除去 

公道上の店舗商品・看板、自転車、違法駐車な

どは、車いす利用者や視覚障害者などにとって移

動の障害となるため、関係機関と連携し、除去・

撤去指導を行います。 

 

 

 

 

 

○歩道や公園、建築物等のバリアフリー化を進めるとともに、公共交通機関等へ働きか

けることで、障害のある人が安心してまちに出かけることができる環境づくりに努め

ます。さらに町内巡回バスの充実を図ることで、障害者の社会参加を促進します。 
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No. 主な取り組み 取り組み内容 

６ 公共交通機関のバリアフリー化 

西日本旅客鉄道株式会社等に対し、駅へのエレ

ベーターやスロープ、多目的トイレの設置、視聴

覚障害者に配慮した構内放送、電光掲示板などの

導入を、障害者や障害者団体とともに求めていき

ます。 

７ 町内移動手段の充実 

障害者や高齢者などの町内における移動手段

の確保を図り、障害者の社会参加を促進するた

め、外出支援サービス事業（さよさよサービス）

の充実に努めます。 

 

（２）防犯・防災対策の充実  

 

 

 

 

 

 

 

No. 主な取り組み 取り組み内容 

1 安全安心コミュニティの構築 

障害者や高齢者などの災害時要援護者につい

て、災害時における救助・安否確認などの初動体

制を確立するため、自治会、自主防災組織、地域

住民が中心となるネットワーク（安全安心コミュ

ニティ）を構築します。また、民生委員・児童委

員、関係機関と連携し、地域における要援護者台

帳の整備を支援します。 

2 情報連絡体制の整備 

障害者に対する災害時等の緊急情報連絡体制

の整備、避難所などにおける支援体制の確保につ

いて、障害者、障害者団体、ボランティア団体等

との連携のもと、町防災会議において検討・整備

します。 

3 自主防災組織との連携等 

災害時には、地域や隣近所の協力助け合いが不

可欠であるため、地域住民により組織される自主

防災組織との連絡を図ります。また、社会福祉協

議会と連携して、災害ボランティアの育成を図り

ます。 

 

 

 

○障害のある人をはじめ、町民が犯罪や悪質商法などの被害にあわないように、関係機

関・団体との連携を促進させ、防犯情報の提供・共有等を図ります。また、防犯知識

の普及に努めるとともに、災害等の緊急事態発生時に、適切な情報提供と救援が行え

る体制を構築し、障害のある人を災害から守るため、避難や避難所での支援などの仕

組みづくりを推進します。 
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No. 主な取り組み 取り組み内容 

4 防災知識の普及 

広報やホームページなどを活用し、地域防災拠

点や避難所などの基礎的な情報や防災知識の普

及・啓発を図るとともに、一般町民に対して障害

者への援助に関する知識の普及に努めます。ま

た、町が行う防災訓練への障害者の積極的参加を

促すとともに、地域や社会福祉施設等において、

適切な防災訓練、防災教育が行われるよう指導し

ます。 

５ 避難所での安全確保 

学校や体育館などの指定避難所は、障害者等が

安全に避難できるよう、バリアフリー化を引き続

き推進します。また、指定避難所での集団生活が

困難な障害者に対し、福祉避難所を確保するとと

もに、医療機関（及び社会福祉施設）と連携し、

福祉用具や薬剤等を迅速に供給できる連絡体制

の整備を図ります。 
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第４章 第４期佐用町障害福祉計画 
                                          

 

１．前回計画の実績と評価 

（１）訪問系サービス 

 ○訪問系サービスをみると、利用時間は平成 24 年度から 26 年度にかけて見込みを下回

っていますが、利用人数は見込みを上回っています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括

支援 

時間/月 244 129 244 152 264 182 

人/月 13 15 13 17 14 18 

 

 

（２）日中活動サービス 

 ○日中活動サービスをみると、「短期入所」、「生活介護」、「就労継続支援 B 型」では、平

成 24 年度から 26 年度にかけて、利用日数、利用人数ともに見込みを上回っています。 

 ○「自立訓練（機能訓練）」では、平成 24 年度から 25 年度にかけては見込みを下回って

いましたが、平成 26 年度は見込み通りとなっています。 

 ○「自立訓練（生活訓練）」では、平成 24 年度から 25 年度にかけては見込みを上回って

いましたが、平成 26 年度は見込み通りとなっています。 

 ○「就労移行支援」では、平成 24年度から 26 年度にかけて、見込みを下回っています。 

○「就労継続支援 A 型」では、平成 24 年度から 25 年度にかけては見込みを上回ってい

ましたが、平成 26 年度は見込みを下回っています。 

○「療養介護」は、平成 24 年度から 26 年度にかけて、見込み通りとなっています。 
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単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

短期入所 
人日/月 25 48 25 51 30 50 

人/月 4 6 4 7 5 7 

生活介護 
人日/月 1,660 1,800 1,660 1,894 1,700 1,970  

人/月 83 88 83 93 85 94 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日/月 22 7 22 0 22 22 

人/月 1 1 1 0 1 1 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日/月 22 28 22 39 22 22 

人/月 1 2 1 2 1 1 

就労移行支援 
人日/月 60 40 60 54 80 50 

人/月 4 2 4 3 5 3 

就労継続支援Ａ型 
人日/月 0 13 0 12 20 0 

人/月 0 1 0 1 1 0 

就労継続支援Ｂ型 
人日/月 340 394 340 507 340 558 

人/月 19 23 19 27 19 29 

療養介護 人/月 3 3 3 3 3 3 

 

（３）居住系サービス 

 ○居住系サービスをみると、「共同生活援助（・共同生活介護）」「施設入所支援」ともに、

平成 24 年度から 26 年度にかけて、見込みを上回る実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

共同生活援助 

（・共同生活介護） 

グループホーム 

（・ケアホーム） 

人/月 8 15 10 18 12 22 

施設入所支援 人/月 60 61 57 61 53 62 
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（４）相談支援 

 ○相談支援をみると、「計画相談支援」では、平成 25 年度では見込みを上回りましたが、

それ以外の年度は見込みを下回っています。 

○「地域移行支援」「地域定着支援」は、平成 24 年度から 26年度にかけて、実績は０と

なっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

計画相談支援 人/月 3 1 5 16 25 24 

地域移行支援 人/月 0 0 1 0 1 0 

地域定着支援 人/月 0 0 1 0 1 0 

 

 

（５）相談支援事業（地域生活支援事業） 

○「障害者相談支援事業」をみると、平成 24 年度から平成 26 年度にかけて、見込み通

りの実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

障害者相談支援事業 か所 1 1 1 1 1 1 

地域自立支援連絡会 有無 有 有 有 有 有 有 

住居入居等支援事業 有無 有 無 有 無 有 無 
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（６）成年後見制度利用支援事業（地域生活支援事業） 

○「成年後見制度利用支援事業」をみると、平成 24 年度から 26 年度にかけて、実績は

０となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

利用者数 人/年 1 0 1 0 1 0 

 

 

（７）コミュニケーション支援事業（地域生活支援事業） 

○コミュニケーション支援事業についてみると、平成 24 年度から 26 年度にかけて見込

み通りの実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

手話通訳者・要約筆記

者派遣事業 

（実利用者数） 

人/年 3 3 3 3 3 3 
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（８）日常生活用具給付等事業（地域生活支援事業） 

○日常生活用具給付等事業の合計についてみると、平成 24 年度から 25 年度にかけて見

込みを下回っていますが、平成 26 年度では見込みを上回る実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

【合計】 件 418 359 418 382 418 436 

介護・訓練支援用具 件 － 0 － 1 － 5 

自立生活支援用具 件 － 4 － 6 － 5 

在宅療養等支援用具 件 － 2 － 1 － 3 

情報・意思疎通支援用具 件 － 5 － 1 － 2 

排泄管理支援用具 件 － 347 － 370 － 420 

居宅生活動作補助用具 件 － 1 － 3 － 1 

 

 

（９）移動支援事業（地域生活支援事業） 

 ○移動支援事業についてみると、利用者数と利用量ともに、平成 24 年度から平成 26 年

度にかけて見込みを上回る実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

利用者数 人/年 1 3 1 4 1 4 

利用量 時間/年 15 49 15 39 15 50 
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（10）地域活動支援センター事業（地域生活支援事業） 

 ○地域活動支援センター事業についてみると、平成 24 年度から 26 年度にかけて、「町内

センター」は見込み通りの実績となっていますが、「町内外利用者数」は見込みを下回っ

ています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

町内センター か所 1 1 1 1 1 1 

町内外利用者数 人/年 16 11 16 12 16 14 

 

 

（11）訪問入浴サービス事業（地域生活支援事業） 

 ○訪問入浴サービス事業についてみると、平成 24 年度から 26 年度にかけて、見込みを

下回る実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

利用者数 人/年 3 2 3 2 3 2 

 

 

（12）更正訓練費給付事業（地域生活支援事業） 

 ○更正訓練費給付事業についてみると、平成 24 年度から 26 年度にかけて実績は０とな

っており、見込みを下回る実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

利用者数 人/年 1 0 1 0 1 0 
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（13）日中一時支援事業（地域生活支援事業） 

 ○日中一時支援事業についてみると、平成 24 年度と 26 年度では見込みを上回る実績と

なっており、平成 25 年度では見込み通りの実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

利用者数 人/年 20 21 20 20 20 23 

 

 

（14）自動車運転免許取得費・改造費助成（地域生活支援事業） 

 ○自動車運転免許取得費・改造費助成についてみると、平成 24 年度と 26 年度は見込み

を下回って０件となっていますが、平成25年度では見込み通りの実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

自動車運転免許 

取得費・改造費助成 
件/年 3 0 3 3 3 0 
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（15）障害のある児童への支援 

 ○障害のある児童への支援についてみると、「児童発達支援」の利用日数、「放課後等デイ

サービス」の利用日数と利用人数において、平成 24 年度から 26 年度にかけて見込み

を下回る実績となっています。「児童発達支援」の利用人数は、平成 24年度では見込み

を上回り、平成 25 年度から 26 年度では、見込みを下回る実績となっています。 

 

 
単位 

平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

見込 実績 見込 実績 見込 

実績 

（見込

み） 

児童発達支援 
人日/月 52 43 60 31 72 40 

人/月 13 14 15 10 18 10 

放課後等デイサービス 
人日/月 92 59 100 61 112 65 

人/月 23 21 25 22 28 22 
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２．第４期計画策定に向けて踏まえるべきポイント 

平成 24 年６月に成立した「地域社会における共生の実現に向けて、新たな障害保健福

祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律」において、「障害者総合支援法」の施

行や、障害者の範囲に難病患者が含まれるなど、障害福祉サービスなどに改正が行われま

した。本計画において踏まえるべきポイントについて、以下に示します。 

 

（１）障害支援区分への名称・定義の改正 

「障害程度区分」を「障害支援区分」に改め、その定義を「障害者等の障害の多様な特

性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すものとし

て厚生労働省令で定める区分」としています。 

 

（２）重度訪問介護の対象拡大 

重度訪問介護の対象者を「重度の肢体不自由者その他の障害者であって常時介護を要す

るものとして厚生労働省令で定めるものとする」としており、現行の重度の肢体不自由に

加え、重度の知的障害のある人・精神障害のある人に拡大しています。 

 

（３）共同生活介護の共同生活援助への一元化 

障害のある人の地域移行を促進するために、地域生活の基盤となる住まいの場の確保を

促進するとともに、共同生活を行う住居でのケアが柔軟にできるよう、共同生活介護（ケ

アホーム）が共同生活援助（グループホーム）に統合されました。 

 

（４）地域移行支援の対象拡大 

地域生活への移行のために支援を必要とする人を広く地域移行支援の対象とする観点か

ら、現行の障害者支援施設等に入所している障害のある人または精神科病院に入院してい

る精神障害のある人に加えて、その他の地域における生活に移行するために重点的な支援

を必要とする人であって厚生労働省令で定めるものが追加されました。 

 

（５）地域生活支援事業の追加 

地域社会における共生を実現するため、社会的障壁の除去に資するよう、地域社会の側

への働きかけの強化、地域における自発的な取り組みの支援、成年後見制度の利用促進及

び意思疎通支援の強化を図るため、市町村が実施する地域生活支援事業の必須事業として、

① 障害者に対する理解を深めるための研修・啓発、② 障害者やその家族、地域住民等が

自発的に行う活動に対する支援、③ 町民後見人等の人材の育成・活用を図るための研修、

④ 意思疎通支援を行う者の養成が追加されました。 
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３．サービス提供における基本的な考え方 

 

（１）障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害福祉サービスの提供体制を確保するため、以下の点に配慮して目標等を設定します。 

 

①全国で必要とされる訪問系サービスの保障 

訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括

支）の充実を図り、全国どこでも必要な訪問系サービスを保障します。 

 

②希望する障害のある人などへの日中活動系サービスの保障 

希望する障害のある人などに日中活動系サービス（療養介護、生活介護、短期入所、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援及び地域活動支援センターで提供されるサービスを

保障します。 

 

③グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

地域における居住の場としてのグループホームの充実を図るとともに、地域移行支援及

び地域定着支援、自立支援訓練事業等の推進により、入所等から地域生活への移行を進め

ます。 

また、必要な訪問系サービスや日中活動系サービスを保障することによって、障害のあ

る人などの地域における生活の維持及び継続が図られるよう努めます。 

さらに地域生活支援の機能をより一層強化するため、各地域内で、それらの機能を集約

し、グループホームまたは障害者支援施設に付加した拠点の整備に努めます。なお、障害

者支援施設を地域生活支援拠点とする際には、当該障害者支援施設については、小規模化

等を進めるとともに、地域における関係機関との連携により、施設入所者の地域移行、地

域との交流機会の確保、地域の障害のある人などに対する支援を行うことなど、地域に開

かれたものとすることが必要です。また、地域生活支援拠点の整備としてではなく、地域

における複数の機関が分担して機能を担う体制の整備を行う場合には、個々の機関が有機

的な連携の下に障害のある人などに対する支援を確保していることが必要です。 

 

④福祉施設から一般就労への移行等の推進 

就労移行支援事業等の推進により、障害のある人の福祉施設から一般就労への移行を進

めます。 
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（２）相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害のある人などが地域において自立した日常生活または社会生活を営むためには、障

害福祉サービスの提供体制の確保とともに、これらのサービスの適切な利用を支え、また、

各種ニーズに対応する相談支援体制の構築が不可欠です。 

障害福祉サービスの利用にあたって作成されるサービス等利用計画については、まずは、

支給決定に先立ち必ず作成されるよう体制を維持することが重要であることから、平成 27

年度以降の利用者数の増加等に応じて、更なる体制を確保することが必要です。その上で、

個別のサービス等利用計画の作成にあたっては、利用者の状態像や希望を勘案し、連続性

及び一貫性を持った障害福祉サービスまたは地域相談支援等が提供されるよう総合的な調

整を行うとともに、利用者の生活状況を定期的に確認の上、必要に応じた見直しを行いま

す。このため、福祉に関する各般の問題について障害のある人などからの相談に応じる体

制の整備に加えて、サービス等利用計画の作成を含めた相談支援を行う人材の育成支援、

個別事例における専門的な指導や助言を行うほか、利用者及び地域の障害福祉サービスや

地域相談支援等の社会的基盤の整備の実情を的確に把握し、特定相談支援事業所の充実の

ため、必要な施策を確保します。なお、これらの取り組みの効果的な推進に向けて、基幹

相談支援センターの設置を検討します。 

また、相談支援体制の構築が進むことに伴い、地域移行のための支援に係るニーズが顕

在化することも考えられることから、障害者支援施設等、児童福祉施設に入所または精神

科病院に入院している障害のある人などの数等を勘案した上で、計画的に地域移行支援に

係るサービスの提供体制の確保を図る必要があります。 

さらに、障害者支援施設等または精神科病院から地域生活へ移行した後の地域への定着

はもとより、現に地域で生活している障害のある人などがそのまま住み慣れた地域で生活

できるようにするため、地域移行支援と併せて、地域定着支援に係るサービスの提供体制

の充実を図っていくことが重要です。これらの相談支援の提供体制の確保を含む障害のあ

る人などへの支援の体制の整備を図るため、佐用町自立支援連絡会において関係機関等の

有機的な連携の下で地域の課題の改善に取り組みます。 

 

（３）障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害のある子どもについては、子ども・子育て支援法において、「子ども・子育て支援の

内容及び水準は、すべての子どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質

かつ適切なものでなければならない」と規定されていること及び同法に基づく教育、保育

等の利用状況を踏まえ、居宅介護や短期入所等の障害福祉サービス、児童福祉法に基づく

障害児支援等の専門的な支援の確保及び共生社会の形成促進の観点から、教育、保育等の

関係機関とも連携を図った上で、障害のある子ども及びその家族に対して、乳幼児期から

学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ることが重要

です。障害のある子どもを支援する体制の確保に向けて、広域の連携・調整を図りつつ、

児童福祉法に基づく障害児通所支援及び障害児入所支援の整備についても障害福祉計画に

定め、当該計画に沿った取り組みを進めるものとします。 
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４．平成 29 年度までの成果目標 

○本計画では、障害のある人の地域生活移行や就労支援に関する目標について、平成 29 年

度を最終目標年度として設定しています。 

（１）福祉施設から地域生活への移行促進（継続） 
 

①基本的考え方 

国の基本指針では、平成 25 年度末時点における施設入所者のうち、今後、自立

訓練事業等を利用し、グループホーム、一般住宅等へ移行する人の数を見込み、平

成 29 年度末において、平成 25 年度末時点の施設入所者数の 12％以上が地域生

活へ移行することとするとともに、平成 29 年度末の施設入所者数を平成 25 年度

末時点の施設入所者から４％以上削減することを基本とするとされています。 

本町では、国の基本指針を踏まえ、平成 25 年度末時点の施設入所者 61 人のう

ち、８人（13.1％）が地域生活へ移行すると見込みます。また、施設入所者の３

人（4.9％）を削減し、平成 29 年度の施設入所者数を 58 人と設定します。 
 
 

②目標値 

項 目 数 値 

平成 25年度末時点の施設入所者数 61人 

目標年度（平成 29年度末）の施設入所者数 58人 

平成 29年度までの目標値 
地域生活移行数 8人 

削減見込み 3人 

 

（２）地域生活支援拠点等の整備（新規） 

①基本的考え方 

  国の基本指針では、地域生活拠点等について、平成 29 年度までに各市町村また

は各圏域に少なくとも１つを整備することを基本とするとされています。 

これを踏まえ、本町は西播磨圏域で連携・調整を図り、目標年度（平成 29 年度）

に１か所の整備をめざします。 
 
 

②目標値 

項 目 数 値 

障害のある人の地域生活支援拠点の整備 1か所（西播磨圏域） 
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（３）福祉施設から一般就労への移行促進（整理・拡充） 
 

①基本的考え方 

  国の基本指針では、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平

成 29 年度中に一般就労に移行する人の目標値を設定し、その目標の設定にあたっ

ては、平成 24 年度の一般就労への移行実績の２倍以上とすることを基本としてい

ます。また、この目標値を達成するため、就労移行支援事業の利用者数については、

平成29年度末における利用者数が平成25年度末における利用者数の６割以上増

加すること、事業所ごとの就労移行率については、就労移行支援事業所のうち、就

労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることをめざすものとすると

されています。 

  本町では、平成 24 年度における一般就労への移行者が２人であったため、国の

基本指針を踏まえ、平成 29 年度の目標値を４人と設定します。また、就労移行支

援事業の利用者数については、国の指針に基づき６割以上の増加を目標とし、平成

29 年度末の利用者数を５人と設定します。事業所の就労移行率の向上については、

１か所ある事業所の移行率向上を促進します。 
 
 

②目標値 

項 目 数 値 

平成 24年度の一般就労への移行実績 2人 

平成 29年度目標値 年間一般就労移行者数 4人 

平成 25年度末における就労移行支援事業利用者数 3人 

平成 29年度末における就労移行支援事業利用者数（目標値） 5人 

平成 29年度末において就労移行率が 

３割以上の事業所割合 

事業所数 1か所 

％ 100.0％ 
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５．障害福祉サービス（活動指標） 

（１）訪問系サービス 

■内容 

サービス名 内容 

居宅介護（ホームヘルプ） 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、

入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総

合的に行います。 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、移動に必

要な情報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外出支

援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を

回避するために必要な支援や外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービス

を包括的に行います。 

 

■推計方法 

 ○近年のサービス利用者の増加傾向に基づいて今後の利用者数を推計し、平成 24

年度以降の利用実績から求めた一人あたりの平均利用時間を乗じて、見込み量を

算出しています。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

時間/月 182 198 198 198 

人/月 18 18 18 18 

 

■確保のための方策 

○サービス提供事業者の参入を働きかけるとともに、介護保険担当課と連携しなが

ら、介護保険制度の指定事業者等に情報提供を行い、サービス提供体制の強化を

図ります。また、ヘルパーの人材確保に努め、一人ひとりのニーズに対応できる

基盤整備に努めます。  
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（２）日中活動サービス 

■内容 

サービス名 内容 

短期入所（ショートステイ） 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め

施設等で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介

護等を行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供

します。 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、

身体機能または生活能力の向上のために必要な訓練を行いま

す。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 

（A 型＝雇用型・B 型＝非雇用型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するととも

に、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 
 

■推計方法 

 ○平成24年度からの利用実績より、一人あたりの平均利用時間を求めるとともに、

増加傾向をもとに今後の利用者数を推計し見込みます。 

 ○就労継続支援Ｂ型の利用実績が増加傾向にあり、これらのニーズに対応した見込

み量を設定するとともに、施設入所から地域生活への移行、一般就労への移行促

進を図る観点から、必要な日中活動系サービスの充実を図ります。 

 ○療養介護については、平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 
■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

短期入所 
人日/月 50 55 55 63 

人/月 7 7 7 8 

生活介護 
人日/月 1,970  2,020  2,020  2,020 

人/月 94 94 94 94 

自立訓練（機能訓練） 
人日/月 22 22 22 22 

人/月 1 1 1 1 

自立訓練（生活訓練） 
人日/月 22 22 22 22 

人/月 1 1 1 1 

就労移行支援 
人日/月 50 65 88 110 

人/月 3 3 4 5 
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サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

就労継続支援 A型 
人日/月 0 22 22 132 

人/月 0 1 1 6 

就労継続支援 B型 
人日/月 558 580 650 670 

人/月 29 30 33 34 

療養介護 人/月 3 3 3 3 

 
 
■確保のための方策 

○身近な地域で必要なサービスが利用できるよう、サービスの提供体制の整備に努

めます。 

○一般就労等を希望する障害のある人に対しては、相談支援事業等を活用し、適切

なサービスを利用することで、就業面及び生活面の一体的な支援を行います。 

○就労系事業所と連携し、民間企業等への障害者雇用の理解と協力を求め、障害の

ある人の就労に向けた職場実習の確保に努めます。 

○利用者が増加傾向にある就労継続支援Ｂ型の利用枠の確保を図るため、関係機関

への働きかけを進めます。 
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（３）居住系サービス 

■内容 

サービス名 内容 

共同生活援助 
夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の

援助等を行います。 

施設入所支援 
障害者支援施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、

食事の介護等を行います。 

 

■推計方法 

 ○近年のサービス利用者の増加傾向に基づいて今後の利用者数を推計し、見込み量

を算出しています。加えて、地域移行によるニーズの増加見込みを加算していま

す。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

共同生活援助 人/月 22 25 26 27 

施設入所支援 人/月 62 60 59 58 

 
■確保のための方策 

○入所・入院中の障害のある人の地域生活を進めるにあたり、共同生活援助（グル

ープホーム）の計画的な推進を図りつつ、地域移行の状況を把握し、サービス提

供に努めます。 

○事業者による共同生活援助（グループホーム）への参入を進め、身近な地域で利

用者のニーズに応じた居住の場の確保に努めます。 
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（４）相談支援 

■内容 

サービス名 内容 

計画相談支援 

障害のある人の課題の解決や適切なサービス利用のため、サ

ービス等利用計画の作成を行います。また、一定期間ごとに計

画内容の見直しも行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設や精神か病院に入所･入院している障害のあ

る人に、地域移行支援計画の作成、相談による不安解消、外出

時の同行支援、住居確保、関係機関との調整等を行います。 

地域定着支援 

居宅において単身で生活している障害のある人などを対象

に、常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行いま

す。 

 

■推計方法 

 ○計画相談支援については、すべての障害福祉サービス及び地域相談支援の利用者

が対象となることを踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

計画相談支援 人/月 24 24 24 24 

地域移行支援 人/月 0 0 0 1 

地域定着支援 人/月 0 0 0 1 

 
■確保のための方策 

○サービス提供事業所、医療機関、保健所、障害者就業・生活支援センター等と連

携を図り、地域生活への移行に向けた支援体制を整備します。 
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（５）障害児への支援 

■内容 

サービス名 内容 

児童発達支援 
障害のある児童に、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与、集団生活の適応訓練等を行います。 

医療型児童発達支援 

障害のある児童に、日常生活における基本的な動作の指導、

知識技能の付与、集団生活の適応訓練等に加え、治療を行いま

す。 

放課後等デイサービス 

学校通学中の障害のある児童に、放課後や夏休み等の長期休

暇中において、生活能力向上のための訓練等を継続的に実施

し、障害のある児童の放課後等の居場所を提供します。 

保育所等訪問支援 

保育所等を現在利用中の障害のある児童（今後利用予定も含

む）が、保育所等における集団生活に適応するための専門的な

支援を必要とする場合、その本人及び保育所等のスタッフに対

し、集団生活に適応するための訓練や支援方法の指導等の支援

を行います。 

障害児相談支援 

上記４つのサービスを利用する児童に、支給決定または支給

決定の変更前に障害児支援利用計画案を作成するとともに、一

定の期間ごとにサービス等の利用状況のモニタリングを行い

ます。 

 

■見込み量の算出方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

児童発達支援 
人日/月 40 43 43 43 

人/月 10 10 10 10 

医療型児童発達支援 
人日/月 0 0 0 0 

人/月 0 0 0 0 

放課後等デイサービス 
人日/月 65 62 62 62 

人/月 22 22 22 22 

保育所等訪問支援 
人日/月 3 3 3 3 

人/月 3 3 3 3 

障害児相談支援 人/月 10 12 12 12 
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■確保のための方策 

○身近な地域で質の高い支援を必要とする児童が療育を受けられる場を確保する

ための整備に努めます。また、各担当課が持つ情報の共有・連携を推進すること

で、障害のある児童の家庭をサポートしていきます。 

○障害児相談支援については、障害児相談支援事業者と連携し、サービスの提供を

進めていきます。 
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６．地域生活支援事業 

（１）必須事業 

①理解促進研修・啓発事業 

■内容 

サービス名 内容 

理解促進研修・啓発事業 
地域の住民に対して、障害のある人に対する理解を深めるた

めの研修会やイベントの開催、啓発活動などを行います。 

 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

理解促進研修・啓発事

業 
有無 無 有 有 有 

 

■確保のための方策 

○地域における障害のある人の生きづらさを解消し、共生・共助の社会づくりを推

進するため、地域住民への理解を求めていくことが大切であることから、講演会

等を通じて住民理解を深めるとともに、啓発活動を行います。 

 

 

②自発的活動支援事業 

■内容 

サービス名 内容 

自発的活動支援事業 

障害のある人やその家族、地域住民などが地域において自発

的に行う活動（ピアサポート、災害対策、孤立防止活動、ボラ

ンティア活動など）を支援します。 

 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

自発的活動支援事業 有無 無 無 無 有 

 

■確保のための方策 

○平成 29 年度の事業実施に向けた取り組みを推進します。  
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③相談支援事業 

■内容 

サービス名 内容 

障害者相談支援事業 

障害のある人やその保護者、介護者などからの相談に応じ、

必要な情報の提供や権利擁護のための援助を行うとともに、福

祉施設や病院から地域への移行支援や地域における生活を支

援します。 

基幹相談支援センター 

総合的な相談や成年後見制度利用支援事業等を実施し、身近

な地域の相談支援事業者では対応できない個別事例への対応

や、地域の相談支援の中核的な役割を担います。 

住宅入居等支援事業 

一般の賃貸住宅への入居に支援が必要な障害のある人など

に、入居契約の手続きの支援や生活上の課題に対して関係機関

から必要な支援を受けられるよう調整を行います。 

 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

障害者相談支援事業 か所 1 1 1 1 

基幹相談支援センター 
設置の

有無 
無 無 無 有 

住宅入居等支援事業 
実施の

有無 
無 無 無 無 

 

■確保のための方策 

○今後障害者相談支援事業所の役割を見直し、基幹としての機能を充実させていき

ます。地域自立支援連絡会と連携し、虐待防止や権利擁護について検討していき

ます。 
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④成年後見制度利用支援事業 

■内容 

サービス名 内容 

成年後見制度利用支援 

事業 

障害福祉サービスを利用しようとする障害のある人に、成年

後見制度の利用について必要となる経費のすべてまたは一部

について補助を行います。 

 

■推計方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

成年後見制度利用支援 

事業 
件/年 0 1 1 1 

 

■確保のための方策 

○継続して成年後見制度利用支援事業を行い、障害のある人にとって必要な援助と

して権利擁護の取り組みを推進しつつ、制度の周知を図っていきます。 

 

 

⑤成年後見制度法人後見支援事業 

■内容 

サービス名 内容 

成年後見制度法人後見 

支援事業 

成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施

団体に対する研修、安定的な実施のための組織体制の構築、専

門職による支援体制の構築などを行います。 

 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

成年後見制度法人後見 

支援事業 

実施の

有無 
無 無 無 有 

 

■確保のための方策 

 ○事業の実施に向けて、西播磨圏域の市町と連携を図ります。  
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⑥意思疎通支援事業 

■内容 

サービス名 内容 

手話通訳者・要約筆記者 

派遣事業 

聴覚や音声・言語機能に障害のある人、または聴覚や音声・

言語機能に障害のある人とコミュニケーションをとる必要の

ある人に対して、手話通訳者や要約筆記者を派遣します。 

手話通訳者設置事業 
聴覚や音声・言語機能に障害のある人とのコミュニケーショ

ンをとるため、手話通訳者を町役場の窓口に設置します。 

 

■推計方法 

 ○平成 25 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

手話通訳者・要約筆記者 

派遣事業 
件/年 10 12 12 12 

手話通訳者設置事業 人/年 0 0 0 1 

 

■確保のための方策 

○町が主催する研修や講演会等で、聴覚障害のある人が参加しやすいよう手話通訳

者の派遣に努めます。また中途障害者や高齢者等を対象とした要約筆記者の派遣

に努めます。 
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⑦日常生活用具給付等事業 
 

 ○障害のある人に、日常生活上の便宜を図るための用具を給付または貸与します。 

■内容 

サービス名 内容 

介護・訓練支援用具 特殊寝台、特殊マット、訓練用いす、訓練用ベッド等 

自立生活支援用具 入浴補助用具、特殊便器、聴覚障害者用屋内信号装置等 

在宅療養等支援用具 透析液加湿器、電気式たん吸引器、盲人用体温計等 

情報・意思疎通支援用具 点字器、人工喉頭、聴覚障害者用情報受信装置等 

排泄管理支援用具 ストマ装具、紙おむつ等、収尿器 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

障害のある人の移動等を円滑にする用具で、設置に小規模な

住宅改修を伴うもの 

 

■推計方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

介護・訓練支援用具 件/年 5 1 1 1 

自立生活支援用具 件/年 5 5 5 5 

在宅療養等支援用具 件/年 3 2 2 2 

情報・意思疎通支援用具 件/年 2 3 3 3 

排泄管理支援用具 件/年 420 430 435 440 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
件/年 1 1 1 1 

【合計】 件/年 436 442 447 452 

 

■確保のための方策 

○利用者のニーズを把握するとともに、日常生活用具に関する情報提供の充実を図

ります。 

○障害の状態に応じた適切な日常生活用具の給付を行い、利用の促進を図ります。 
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⑧手話奉仕員養成研修事業 

■内容 

サービス名 内容 

手話奉仕員養成研修事業 

聴覚に障害のある人との交流活動の促進のため、町の広報活

動などの支援者として期待される手話奉仕員（日常会話程度の

手話表現技術を取得した者）の養成研修を行います。 

 

■推計方法 

 ○平成 25 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

手話奉仕員養成研修事業 人/年 0 1 1 1 

 

■確保のための方策 

○今回計画より、任意事業から必須事業になりました。 

○聴覚に障害のある人等が自立した生活を送れるよう、地域における交流活動等の

支援者として、日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成研修し

ます。 
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⑨移動支援事業 

■内容 

サービス名 内容 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障害のある人に、外出のための支援を

行います。 
 

■推計方法 

 ○平成24年度からの利用実績より、一人あたりの平均利用時間を求めるとともに、

増加傾向をもとに今後の利用者数を推計し見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

移動支援事業 
人/年 4 5 6 6 

時間/年 50 70 75 75 
 

■確保のための方策 

 ○サービス提供事業者の体制の充実と、サービスの質の向上を図ります。 

○障害特性を理解したヘルパーの確保及びその質の向上を図るよう、サービス提供

事業者への働きかけに努めるとともに、利用可能な町外の事業所との連携を行い

ます。 

 

⑩地域活動支援センター事業 

■内容 

サービス名 内容 

地域活動支援センター 
障害のある人に、創作的活動または生産活動の機会の提供、

社会との交流の促進等を行います。 
 

■推計方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

地域活動支援センター 
か所 1 1 1 1 

人/年 14 14 14 14 
 

■確保のための方策 

○障害のある人の自立、社会参加を図るため、地域活動支援センターについて補助

することによって事業の安定化を図ります。 
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（２）任意事業 

①訪問入浴サービス事業 

■内容 

サービス名 内容 

訪問入浴サービス事業 

訪問により居宅において入浴サービスを提供することによ

り、身体障害のある人の身体の清潔の保持や心身機能の維持を

図ります。 

 

■推計方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

訪問入浴サービス事業 回/年 2 2 2 2 

 

■確保のための方策 

○広報やホームページ等を活用し広報に努めつつ、引き続き事業を実施していきま

す。 
 
 

②更生訓練費給付事業 

■内容 

サービス名 内容 

更生訓練費給付事業 
自立訓練事業を利用している人に、更生訓練費などを支給

し、社会復帰の促進を図ります。 

 

■推計方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

更生訓練費給付事業 人/年 0 1 1 1 

 

■確保のための方策 

○地域移行への重要な給付であることから、引き続き事業を実施していきます。 
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③日中一時支援事業 

■内容 

サービス名 内容 

日中一時支援事業 
活動場所が必要な障害のある人などに、活動の場を提供し、

社会に適応するための日常的な訓練を行います。 

 

■推計方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

日中一時支援事業 人/年 21 21 21 21 

 

■確保のための方策 

○事業所と連携し、引き続き事業を実施していきます。 

 

 

④自動車運転免許取得・改造費助成 

■内容 

サービス名 内容 

自動車運転免許取得・ 

改造費助成 

自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要する費用の一

部を助成します。 

 

■推計方法 

 ○平成 24 年度からの利用実績を踏まえて見込みます。 
 

■見込み量 

サービス名 
平成 26年度 

（見込み） 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

自動車運転免許取得・

改造費助成 
件/年 0 3 3 3 

 

■確保のための方策 

○広報やホームページ等を活用し広報に努めつつ、引き続き事業を実施していきま

す。 
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第５章 資料編 
                                          

                                          

１．統計データからみる佐用町 
 

（１）人口 

佐用町の総人口の推移をみると、平成 19 年度から 25 年度にかけて減少を続けてお

り、2,211 人の減少となっています。 

 

■佐用町の総人口の推移 
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（人）

資料：住民基本台帳（各年度３月末日現在） 
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（２）障害のある方の状況 

①身体障害者手帳所持者数 

本町の身体障害者手帳所持者数は、ほぼ横ばいで推移していますが、総人口に占める

割合は増加傾向にあります。平成 25 年度では手帳所持者数が 1,010 人となっており、

本町の総人口 18,728 人に対して 5.39％を占めています。また、年齢別にみるとほぼ

横ばいの推移となっています。 

 

■身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

資料：手帳所持者数／健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 

総人口／住民基本台帳（各年度３月末日現在） 
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身体障害者手帳所持者数を障害の等級別でみると、平成 25 年度で１級が 302 人と最

も多く、次いで４級が 237 人となっています。 

 

■等級別身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体障害者手帳所持者数を障害の種類別でみると、平成 25 年度で肢体不自由が 617

人と最も多く、次いで内部障害が 235人となっています。 

 

■種類別身体障害者手帳所持者数の推移 
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資料：健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 

資料：健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 
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②療育手帳所持者数 

本町の療育手帳所持者数は増加傾向にあり、平成 25 年度は 221 人と、本町の総人口

18,728 人に対して 1.18％を占めています。また年齢別でみると、65歳以上において

増加傾向にあります。 

 

■療育手帳所持者数の推移と総人口に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療育手帳所持者数を障害の等級別でみると、平成 25 年度でＡ（重度）が 92 人と最

も多くなっています。次いでＢ１（中度）が 65人となっています。 

 

■等級別療育手帳所持者数の推移 

 

資料：手帳所持者数／健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 

総人口／住民基本台帳（各年度３月末日現在） 
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資料：健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 
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③精神障害者保健福祉手帳所持者数 

本町の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、平成 24 年度から 25 年度にかけて増加

しており、平成 25 年度は 101 人と、本町の総人口 18,728 人に対して 0.54％を占め

ています。また年齢別でみても、65 歳以上において平成 24年度から 25 年度にかけて

増加傾向にあります。 

 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移と総人口に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数を障害の等級別でみると、平成 25 年度で２級が 74

人と最も多くなっています。次いで３級が 15 人となっています。 

 

■等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

資料：健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 

資料：健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 
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④自立支援医療費受給者数 

本町の自立支援医療費受給者数は、平成 23 年度から 25 年度にかけて横ばいで推移

しており、平成 25 年度は精神通院医療が 200人となっています。 

 

■自立支援医療費受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤難病患者の状況 

本町の難病患者のうち「特定疾患」は増加しており、平成 25年度では 142 人となっ

ています。「小児慢性特定疾患」については減少しており、平成 25 年度では９人となっ

ています。 

 

■難病患者数の推移 
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資料：健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 
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（３）障害のある児童・生徒の状況 

①学校教育の状況 

特別支援学校児童生徒数の推移をみると、平成 22 年度から 25 年度にかけて８人減

少し、平成 25 年度は 13 人となっています。また、特別支援学級児童生徒数の推移を

みると、平成 21 年度から 24 年度までは増加傾向となっていましたが、平成 25 年度

は 35 人となっています。 

 

■特別支援学校・学級の児童生徒数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②特別支援学校卒業生の進路状況（平成 21～25年度の卒業生累計） 

特別支援学校卒業生の進路状況について、平成 21～25 年度の卒業生累計が 16 人と

なっており、「福祉施設通所・在宅等」が 12 人と最も多く、次いで「就職」が３人、続

いて「その他」が１人となっています。 

 

■特別支援学校卒業生 
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資料：健康福祉課調べ（各年度３月末日現在） 

資料：健康福祉課調べ 
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２．アンケート調査の結果概要 

 

（１）調査について 

本調査は、「第２次佐用町障害者計画及び第４期佐用町障害福祉計画」を策定するにあた

っての基礎資料を得ること、今後佐用町が障害者施策進める際の参考とすることを目的に

実施しました。 

 

障害のある方の福祉に関するアンケート調査 

調査対象者 
身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者 

精神障害者保健福祉手帳所持者、難病患者 

配布数 450 通 

抽出方法 無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

回収率 52.2％（235 通） 

調査期間 平成 26 年８月８日～平成 26 年８月 25日 

 

（２）調査結果の見方 

●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点

以下第２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの

選択肢を選ぶ方式）であっても、合計値が 100.0％にならない場合があります。 

●それぞれの手帳所持者別にクロス集計をかけることで、身体障害者手帳所持者（身

体）・療育手帳所持者（知的）・精神障害者保健福祉手帳所持者（精神）を別々に集計

しています。よって、重複手帳所持者がそれぞれに数えられ、集計されています。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選

択肢ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が

100.0％を超える場合があります。 

●図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答

の判別が困難なものです。 

●図表中の「Ｎ（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の

限定条件に該当する人）を表しています。 

●本文中の設問の選択肢は簡略化している場合があります。 

●グラフ中の回答割合について、グラフが繁雑になる場合は省略しています。 
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72.8 

76.3 

64.6 

68.2 

6.8 

9.4 

2.5 

9.1 

13.6 

8.6 

29.1 

9.1 

2.1 

0.7 

1.3 

9.1 

4.7 

5.0 

2.5 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=235）

身体（N=139）

知的（N=79）

精神（N=22）

家族などと暮らしている ひとりで暮らしている

施設やグループホームなどで暮らしている その他

不明・無回答

 

（３）調査結果の概要 

①普段一緒に暮らしている方 

普段一緒に暮らしている方についてみると、全体では「家族などと暮らしている」が

72.8％と最も高く、いずれの手帳所持者においても 6 割を超えています。 

身体障害者手帳所持者では「ひとりで暮らしている」が 9.4％と 2 番目に高く、次い

で「施設やグループホームなどで暮らしている」が 8.6％となっています。療育手帳所

持者では「施設やグループホームなどで暮らしている」が 29.1％と 2 番目に高く、次

いで「ひとりで暮らしている」が 2.5％となっています。精神障害者保健福祉手帳所持

者では、「ひとりで暮らしている」「施設やグループホームなどで暮らしている」「その他」

がいずれも 9.1％で 2番目に高くなっています。 
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②地域で生活するために必要な支援 

地域で生活するために必要な支援についてみると、全体では「経済的な負担の軽減」

が 46.4％と最も高く、次いで「必要な在宅サービスが適切に利用できる」が 32.3％と

なっています。 

療育手帳所持者では「相談対応等の充実」が 50.6％と最も高く、次いで「経済的な負

担の軽減」が 46.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.2 

4.5 

22.7 

13.6 

45.5 

27.3 

22.7 

9.1 

13.6 

13.6 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

精神（N=22）

30.4 

29.1 

43.0 

31.6 

46.8 

50.6 

32.9 

32.9 

3.8 

15.2 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

知的（N=79）

28.5 

24.3 

32.3 

17.0 

46.4 

31.1 

21.7 

17.9 

4.7 

20.9 

0% 20% 40% 60%

在宅で医療ケアなどが適切

に受けられる

障害者に適した住居の

確保

必要な在宅サービスが適切

に利用できる

生活訓練等の充実

経済的な負担の軽減

相談対応等の充実

地域住民等との理解

コミュニケーションについて

の支援

その他

不明・無回答

全体（N=235）

31.7 

27.3 

32.4 

15.8 

44.6 

24.5 

18.0 

12.2 

3.6 

20.9 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

身体（N=139）
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③悩みや困ったことの相談先 

悩みや困ったことの相談先についてみると、全体では「家族・親せき」が 72.8％と最

も高く、次いで「友だち・知り合い」が 26.4％となっています。 

療育手帳所持者では、「家族・親せき」に次いで「サービスを受けているところ（施設、

作業所、事業所等）」が 41.8％と高くなっています。精神障害者保健福祉手帳所持者で

は、「家族・親せき」に次いで「病院」が 31.8％と高くなっています。 

 

 

 

72.8 

26.4 

3.0 

5.1 

3.8 

18.7 

19.1 

1.7 

8.1 

3.8 

2.1 

2.6 

5.1 

2.6 

4.7 

3.8 

6.4 

0% 20% 40% 60% 80%

家族・親せき

友だち・知り合い

近所の人

保育園・幼稚園・学校

職場

病院

サービスを受けているところ

（施設、作業所、事業所等）

ホームヘルパー

町役場・児童相談所・保健所

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

障害者相談員

障害者生活支援センター・相

談支援事業所

障害者（児）の団体

相談する人はいない

その他

不明・無回答

全体（N=235）

72.7 

29.5 

4.3 

0.0 

2.2 

17.3 

12.9 

2.2 

7.2 

5.0 

2.9 

2.2 

3.6 

2.9 

5.8 

1.4 

6.5 

0% 20% 40% 60% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

身体（N=139）

70.9

16.5

1.3

15.2

5.1

20.3

41.8

1.3

13.9

5.1

1.3

5.1

11.4

6.3

3.8

5.1

3.8

0% 20% 40% 60% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

知的（N=79）

59.1 

22.7 

0.0 

0.0 

9.1 

31.8 

18.2 

0.0 

13.6 

0.0 

0.0 

0.0 

4.5 

4.5 

9.1 

13.6 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

精神（N=22）
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④障害があるために差別や偏見を感じること 

障害があるために差別や偏見を感じることがあるかについてみると、全体では「とき

どき感じる」が 33.2％と最も高く、次いで「ほとんど感じない」が 27.2％となってい

ます。 

精神障害者保健福祉手帳所持者では「ときどき感じる」と「ほとんど感じない」がと

もに 31.8％と最も高く、次いで「よく感じる」が 13.6％とやや高くなっています。 

 

 

 

7.7 

7.2 

6.3 

13.6 

33.2 

33.8 

39.2 

31.8 

27.2 

25.9 

26.6 

31.8 

20.0 

21.6 

15.2 

4.5 

11.9

11.5

12.7

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=235）

身体（N=139）

知的（N=79）

精神（N=22）

よく感じる ときどき感じる ほとんど感じない

まったく感じない 不明・無回答
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⑤地震など災害のときに困ること 

地震など災害のときに困ることについてみると、全体では「特に困ることはない」が

31.9％と最も高く、次いで「避難場所で医療ケアなどが受けられるか不安」が 24.3％

となっています。 

身体障害者手帳所持者では「特に困ることはない」が 34.5％と最も高く、次いで「福

祉避難所（一般の避難所とは別に設置される、障害のある人などが避難できる場所）が

利用できるかどうかわからない」が 25.9％となっています。療育手帳所持者では「福祉

避難所（一般の避難所とは別に設置される、障害のある人などが避難できる場所）が利

用できるかどうかわからない」が 31.6％と最も高く、次いで「避難場所で医療ケアなど

が受けられるか不安」が 27.8％となっています。 

 

 

 
31.9 

20.0 

21.7 

8.1 

11.5 

10.6 

24.3 

23.4 

9.4 

9.4

0% 10% 20% 30% 40%

特に困ることはない

避難場所を知らない

避難場所まで行けない（坂や階

段がある、避難場所が遠いなど）

緊急時の介助者がいない

近所に頼れる人がいない

緊急時に情報を得る手段がない

避難場所で医療ケアなどが受け

られるか不安

福祉避難所（一般の避難所とは

別に設置される、障害のある人な

どが避難できる場所）が利用でき

るかどうかわからない

その他

不明・無回答

全体（N=235）

34.5 

20.9 

25.2 

9.4 

11.5 

7.2 

23.7 

25.9 

7.9 

7.9

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

身体（N=139）

26.6 

24.1 

26.6 

8.9 

8.9 

15.2 

27.8 

31.6 

12.7 

11.4

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

知的（N=79）

36.4 

13.6 

4.5 

9.1 

13.6 

9.1 

27.3 

13.6 

9.1 

13.6

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

精神（N=22）
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29.8 

33.8 

24.1 

18.2 

20.0 

14.4 

36.7 

18.1 

14.5 

15.8 

5.1 

18.2 

17.0 

15.8 

19.0 

18.2 

5.5 

6.5 

6.3 

4.5 

7.7 

7.9 

8.9 

0.0 

5.5 

5.8 

22.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=235）

身体（N=139）

知的（N=79）

精神（N=22）

毎日 週５～６日くらい 週３～４日くらい

月に２～３回など不定期 ほとんど外出しない その他

不明・無回答

 

⑥外出の頻度について 

外出の頻度についてみると、全体では「毎日」が 29.8％と最も高く、次いで「週５～

６日くらい」が 20.0％となっています。 

身体障害者手帳所持者では「毎日」が 33.8％と最も高く、次いで「週３～４日くらい」

と「月に２～３回など不定期」がともに 15.8％となっています。療育手帳所持者では「週

５～６日くらい」が 36.7％と最も高く、次いで「毎日」が 24.1％となっています。精

神障害者保健福祉手帳所持者では、「毎日」「週３～４日くらい」「月に２～３回など不定

期」がいずれも 18.2％と最も高くなっています。 
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⑦外出時に困ることについて 

外出時に困ることについてみると、全体では「公共交通機関が少ない（ない）」が 37.0％

と最も高く、次いで「道路や駅に階段や段差が多い」が 24.3％となっています。 

身体障害者手帳所持者では「道路や駅に階段や段差が多い」が 34.5％と最も高く、次

いで「公共交通機関が少ない（ない）」が 31.7％となっています。療育手帳所持者では

「公共交通機関が少ない（ない）」が 43.0％と最も高く、次いで「困った時にどうすれ

ばいいのか心配」が 39.2％となっています。精神障害者保健福祉手帳所持者では「公共

交通機関が少ない（ない）」が 31.8％と最も高く、次いで「周囲の目が気になる」と「発

作など突然の身体の変化が心配」がともに 18.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

37.0 

20.0 

24.3 

13.2 

17.9 

3.8 

14.9 

12.8 

12.8 

20.4 

7.7 

23.4 

0% 20% 40% 60%

公共交通機関が少ない（な

い）

列車やバスの乗り降りが

困難

道路や駅に階段や段差が

多い

切符の買い方や乗り換え

の方法がわかりにくい

外出先の建物の設備が不

便（通路、トイレ、エレベー

ターなど）

介助者が確保できない

外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

発作など突然の身体の変

化が心配

困った時にどうすればいい

のか心配

その他

不明・無回答

全体（N=235）

31.7 

23.0 

34.5 

5.0 

25.9 

4.3 

12.2 

12.2 

14.4 

13.7 

9.4 

22.3 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

身体（N=139）

43.0 

24.1 

19.0 

26.6 

19.0 

6.3 

12.7 

13.9 

13.9 

39.2 

2.5 

17.7 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

知的（N=79）

31.8 

0.0 

0.0 

13.6 

0.0 

0.0 

13.6 

18.2 

18.2 

13.6 

13.6 

31.8 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

精神（N=22）
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⑧日中生活の過ごし方（18歳以上の方） 

日中生活の過ごし方についてみると、全体では「家庭内で過ごしている」が 33.3％と

最も高く、次いで「常勤で仕事をしている（自営業を含む）」が 15.0％となっています。 

療育手帳所持者では「仲間と一緒に施設などで仕事をしている」が 24.6％と最も高く、

次いで「介護や訓練を受ける施設などに通っている」が 19.3％となっています。精神障

害者保健福祉手帳所持者では「家庭内で過ごしている」が 38.1％と最も高く、次いで「パ

ートタイムやアルバイト（内職を含む）の仕事をしている」と「仲間と一緒に施設など

で仕事をしている」がともに 14.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

7.0 

3.5 

24.6 

19.3 

3.5 

0.0 

1.8 

5.3 

0.0 

14.0 

17.5 

14.0 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

知的（N=57）

4.8 

14.3 

14.3 

9.5 

4.8 

0.0 

9.5 

4.8 

4.8 

38.1 

4.8 

14.3 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

精神（N=21）

15.0 

12.1 

9.2 

6.8 

1.4 

0.0 

2.4 

2.9 

8.7 

33.3 

8.7 

13.0 

0% 10% 20% 30% 40%

常勤で仕事をしている

（自営業を含む）

パートタイムやアルバ

イト（内職を含む）の仕

事をしている

仲間と一緒に施設など

で仕事をしている

介護や訓練を受ける施

設などに通っている

介護保険の通所サー

ビスに通っている

学校に通っている

病院等のデイケアに

通っている

同じ障害のある人たち

同士の活動・集まりに

通っている

家事・育児・介護

家庭内で過ごしている

その他

不明・無回答

全体（N=207）

18.7 

13.4 

1.5 

5.2 

0.7 

0.0 

1.5 

2.2 

9.0 

37.3 

8.2 

13.4 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

身体（N=134）
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⑨障害のある人への就労支援として必要だと思うこと 

障害のある人への就労支援として必要だと思うことについてみると、全体では「企業

等における障害者雇用への理解」が 37.2％と最も高く、次いで「職場の上司や同僚に障

害の理解があること」が 36.7％となっています。「通勤手段の確保」は、30.4％と３番

目に高い値を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.4 

20.8 

26.6 

18.8 

37.2 

36.7 

16.9 

15.5 

13.5 

18.8 

4.8 

32.9 

0% 10% 20% 30% 40%

通勤手段の確保

勤務場所におけるバリアフ

リー等の配慮

短時間勤務や勤務日数等の

配慮

在宅勤務の拡充

企業等における障害者雇用

への理解

職場の上司や同僚に障害の

理解があること

職場で介助や援助等が受け

られること

就労後のフォローなど職場と

支援機関の連携

企業ニーズに合った就労訓

練

仕事についての職場外での

相談対応、支援

その他

不明・無回答

全体（N=207）

29.9 

26.1 

26.9 

22.4 

35.8 

33.6 

16.4 

11.9 

15.7 

14.9 

2.2 

33.6 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

身体（N=134）

31.6 

14.0 

22.8 

14.0 

35.1 

38.6 

29.8 

22.8 

10.5 

26.3 

5.3 

29.8 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

知的（N=57）

19.0 

4.8 

23.8 

14.3 

38.1 

38.1 

4.8 

9.5 

9.5 

14.3 

19.0 

38.1 

0% 10% 20% 30% 40%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

精神（N=21）
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75.0 

15.0 

50.0 

5.0 

15.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

78.9 

15.8 

47.4 

5.3 

15.8 

0% 20% 40% 60% 80%

児童発達支援【子育て支援センターや療育機

関など】

医療機関での療育教室など

保育園・幼稚園での保育

その他

不明・無回答

全体（N=20） 身体（N=2） 知的（N=19）

 

⑩現在受けている療育・保育について（18歳未満の方） 

現在受けている、または過去に受けた療育・保育の内容についてみると、全体では「児

童発達支援【子育て支援センターや療育機関など】」が 75.0％と最も高く、次いで「保

育園・幼稚園での保育」が 50.0％となっています。 
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10.0 

10.0 

30.0 

5.0 

20.0 

15.0 

40.0 

15.0 

35.0 

15.0 

0.0 

0.0 

30.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

10.5 

10.5 

31.6 

5.3 

21.1 

15.8 

42.1 

15.8 

36.8 

15.8 

0.0 

0.0 

26.3 

0% 20% 40% 60%

今の保育園や幼稚園、学校に満足している

障害のない児童・生徒とのふれあいをしてほし

い（ふやしてほしい）

もっと周囲の児童・生徒、またはその保護者に

理解してほしい

通所（園）や通学を便利にしてほしい

進路指導をしっかりしてほしい（自立して働ける

ような力をつけさせてほしい）

障害のある人が利用できる設備をふやしてほし

い

障害特性に応じた配慮をしてほしい

障害のことがわかる保育や授業をしてほしい

（ふやしてほしい）

休日などに活動できる仲間や施設がほしい

放課後や長期休暇中に利用できる福祉サービ

スをふやしてほしい

特にない

その他

不明・無回答

全体（N=20） 身体（N=2） 知的（N=19）

 

⑪保育や教育について必要だと思うこと 

保育や教育について必要だと思うことについてみると、全体では「障害特性に応じた

配慮をしてほしい」が 40.0％と最も高く、次いで「休日などに活動できる仲間や施設が

ほしい」が 35.0％となっています。「もっと周囲の児童・生徒、またはその保護者に理

解してほしい」は、30.0％と３番目に高い値を示しています。 
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8.5

7.2 

12.7 

13.6 

8.5

7.9 

10.1 

18.2 

11.1

10.1 

7.6 

13.6 

3.4

5.0 

1.3 

4.5 

59.6

61.2 

59.5 

40.9 

8.9

8.6 

8.9 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=235）

身体（N=139）

知的（N=79）

精神（N=22）

ほとんど毎日 週に３回くらい 週に１回くらい

月に１回くらい ほとんどしない 不明・無回答

 

⑫運動・スポーツを行う頻度 

運動・スポーツを行う頻度についてみると、全体では「ほとんどしない」が 59.6％と

最も高く、次いで「週に１回くらい」が 11.1％となっています。 

療育手帳所持者では「ほとんどしない」が 59.5％と最も高く、次いで「ほとんど毎日」

が 12.7％となっています。精神障害者保健福祉手帳所持者では「ほとんどしない」が

40.9％と最も高く、次いで「週に３回くらい」が 18.2％となっています。 
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3.4

4.3 

3.8 

4.5 

1.7

1.4 

3.8 

0.0 

7.2

7.2 

8.9 

0.0 

10.2

12.2 

5.1 

18.2 

68.1

66.9 

68.4 

68.2 

9.4

7.9 

10.1 

9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=235）

身体（N=139）

知的（N=79）

精神（N=22）

ほとんど毎日 週に３回くらい 週に１回くらい

月に１回くらい ほとんどしない 不明・無回答

 

⑬芸術文化活動を行う頻度 

芸術文化活動を行う頻度についてみると、全体では「ほとんどしない」が 68.1％と最

も高く、次いで「月に１回くらい」が 10.2％となっています。 

療育手帳所持者では「ほとんどしない」が 68.4％と最も高く、次いで「週に１回くら

い」が 8.9％となっています。 
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28.5 

19.4 

55.7 

40.9 

8.5 

7.2 

11.4 

9.1 

23.4 

29.5 

10.1 

4.5 

22.1 

26.6 

10.1 

27.3 

17.4

17.3

12.7

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=235）

身体（N=139）

知的（N=79）

精神（N=22）

利用している

現在利用していない（以前利用したことがある）

知っているが、利用したことがない

知らなくて利用したことがない

不明・無回答

 

⑭障害福祉サービスの利用状況 

障害福祉サービスの利用状況についてみると、全体では「利用している」が 28.5％と

最も高く、次いで「知っているが、利用したことがない」が 23.4％となっています。 

身体障害者手帳所持者では「知っているが、利用したことがない」が 29.5％と最も高

く、次いで「知らなくて利用したことがない」が 26.6％となっています。療育手帳所持

者では「利用している」が 55.7％と最も高く、次いで「現在利用していない（以前利用

したことがある）」が 11.4％となっています。精神障害者保健福祉手帳所持者では「利

用している」が 40.9％と最も高く、次いで「知らなくて利用したことがない」が 27.3％

となっています。 
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⑮現在利用している障害福祉サービス 

現在利用している障害福祉サービスについてみると、全体では「施設への入所」が

31.3％と最も高く、次いで「日中一時支援（日中を過ごす施設など）」が 20.9％となっ

ています。 

身体障害者手帳所持者では、「通所施設などで行う日常生活の介助（生活介護）」と「施

設への入所」がともに 33.3％と最も高くなっています。療育手帳所持者では「施設への

入所」が 36.4％と最も高く、次いで「日中一時支援（日中を過ごす施設など）」と「通

所施設などで行う日常生活の介助（生活介護）」がともに 22.7％となっています。精神

障害者保健福祉手帳所持者では、「通所施設などで行う社会生活ができるための訓練（自

立訓練）」と「地域活動支援センター（小規模作業所を含む）」がともに 44.4％と最も高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

13.4 

9.0 

6.0 

20.9 

19.4 

19.4 

11.9 

0.0 

7.5 

3.0 

31.3 

13.4 

4.5 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ホームヘルプ（自宅で行う日常

生活上の支援）

移動支援（外出のときの支援）

短期入所（数日間泊まれる施

設など）

日中一時支援（日中を過ごす

施設など）

通所施設などで行う日常生活

の介助（生活介護）

通所施設などで行う社会生活

ができるための訓練（自立訓

練）

通所施設などで行う就労や就

労のための訓練（就労支援）

退院・退所への支援や地域で

住み続けるための支援（地域

移行・地域定着支援）

地域活動支援センター（小規模

作業所を含む）

グループホームなどでの共同

生活

施設への入所

サービスを利用するための相

談

その他

不明・無回答

全体（N=67）

29.6 

18.5 

11.1 

22.2 

33.3 

11.1 

3.7 

0.0 

3.7 

0.0 

33.3 

22.2 

3.7 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

身体（N=27）

6.8 

9.1 

9.1 

22.7 

22.7 

18.2 

11.4 

0.0 

0.0 

2.3 

36.4 

15.9 

4.5 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

知的（N=44）

11.1 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

44.4 

22.2 

0.0 

44.4 

11.1 

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

精神（N=9）
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⑯障害福祉サービスの利用意向 

障害福祉サービスの利用意向についてみると、全体では「移動支援（外出のときの支

援）」と「サービスを利用するための相談」がともに 14.9％と最も高くなっています。 

身体障害者手帳所持者では「ホームヘルプ（自宅で行う日常生活上の支援）」が 15.1％

と最も高く、次いで「移動支援（外出のときの支援）」が 13.7％となっています。療育

手帳所持者では「施設への入所」が 25.3％と最も高く、次いで「移動支援（外出のとき

の支援）」と「サービスを利用するための相談」がともに 20.3％となっています。 

精神障害者保健福祉手帳所持者では、「通所施設などで行う社会生活ができるための訓

練（自立訓練）」「通所施設などで行う就労や就労のための訓練（就労支援）」「グループ

ホームなどでの共同生活」「施設への入所」がすべて 18.2％で最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.0 

14.9 

12.3 

10.6 

6.4 

9.8 

9.8 

7.2 

7.7 

9.4 

14.5 

14.9 

5.1 

43.0 

0% 20% 40% 60%

ホームヘルプ（自宅で行う日常

生活上の支援）

移動支援（外出のときの支援）

短期入所（数日間泊まれる施

設など）

日中一時支援（日中を過ごす

施設など）

通所施設などで行う日常生活

の介助（生活介護）

通所施設などで行う社会生活

ができるための訓練（自立訓

練）

通所施設などで行う就労や就

労のための訓練（就労支援）

退院・退所への支援や地域で

住み続けるための支援（地域

移行・地域定着支援）

地域活動支援センター（小規模

作業所を含む）

グループホームなどでの共同

生活

施設への入所

サービスを利用するための相

談

その他

不明・無回答

全体（N=235）

15.1 

13.7 

12.9 

10.8 

6.5 

6.5 

3.6 

5.8 

6.5 

3.6 

12.9 

12.2 

5.0 

51.1 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

身体（N=139）

11.4 

20.3 

17.7 

16.5 

12.7 

13.9 

17.7 

8.9 

7.6 

17.7 

25.3 

20.3 

3.8 

26.6 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

知的（N=79）

13.6 

0.0 

9.1 

0.0 

0.0 

18.2 

18.2 

9.1 

13.6 

18.2 

18.2 

13.6 

4.5 

36.4 

0% 20% 40% 60%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

精神（N=22）
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３．関係団体調査結果のまとめ 

 

（１）調査の目的 

この調査は「第２次佐用町障害者計画及び第４期佐用町障害福祉計画」を策定するにあ

たり、現場で様々な活動をされている障害者関係団体からの意見を通じて、障害のある人

の生活状況や本町で暮らす上での課題などを把握し、計画策定の基礎資料とすることを目

的に実施しました。 
 

（２）調査対象 

対象団体 

○ 佐用町身体障害者福祉協会 

○ 佐用町手をつなぐ育成会 

○ NPO 法人あさぎり 

○ 佐用町あすなろ会 

○ 佐用町療育を考える親の会「ぱれっと」 
 

（３）調査方法 

調査方法 

○ 調査票による郵送配布・郵送回収または電子メールによる調査 
 

（４）調査内容 

項目 設問例 ねらい 

基本情報 ・団体のプロフィール ・団体活動の現状の把握 

啓発・広報・理解・社会参加 

・各分野の現状や問題

点、課題について 

・団体活動を進めていく上で、各分

野に関しての現状や問題点、課題

を把握します 

生活支援 

生活環境 

教育・育成 

雇用・就業 

保健・医療 

情報・コミュニケーション 

佐用町の障害者施策の良い

点・改善すべき点 

・これまでの障害者施策

の良い点・改善すべき

点について 

・団体からの視点による、佐用町の

これまでの障害者施策の評価を把

握します 
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（５）主な意見について 

 

 

 

啓発・広報・理解・社会参加について 

○ 合併当初に比べ、団体会員相互の「広報」「社会啓発」等に対する必要性が理解さ

れるようになったと感じる。団体・関係者・個人が、社会参加はもとより、障害の

多種多様な特性の現状を発信し、ボランティアをはじめ社会一般に啓発・理解を得

るべく努めることが大切と考える 

○ 啓発・広報は個人が傷つかない程度に広めていくことが課題である 

○ 町や関係機関が先頭に立って取り組んでほしい 

生活支援について 

○ 以前に比べ、多種多様な生活支援サービスが提供され感謝しているが、せっかくの

メニューが用意されているので、必要な時に気軽に利用ができる相談体制を引き続

きお願いしたい 

○ 時代の進展とともに新制度も出てくるので、繰り返し福祉サービス全般に対して、

分かりやすい解説（パンフレット）等の啓発・提供に期待したい 

○ 日中活動の場をあと一か所でも増やすこと 

○ ケアマネ等の各個人の真摯な対応 

生活環境について 

○ 庁内公共施設等において、バリアフリー化が少ないので、今後調査する必要がある

（特に歩道の関係） 

○ 障害のある方の緊急時の支援については、名簿等の調査に苦慮している 

○ 生活環境のバリアフリー化が打ち出されて久しいが、日常生活における障害者への

環境配慮・支援はまだまだこれからだと期待している。特にトイレの課題、災害・

緊急時の支援の重点化。費用対効果の課題もあり、障害者の意見を現場の声として

第一義にくみ取っていただき、少し先を見据えた支援を望む。まずは「町」「関係

機関」「団体」が課題に向かって意見が言える連携強化が重要と考える 

○ 親の高齢化に伴う対応。相談支援事業所を通じ、相談しつつ、いろいろなサービス

を利用していく 
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教育・育成について 

○ プライバシーを厳守しながら、相談支援体制が整備され、疑義があれば早期の相談を

推進していくべき。そのためには、関係機関の連携、啓発を通じて制度理解と支援連

携強化をめざすことだと考える 

○ 個別の訓練等は人数が多いため、月に１回行ければ良い方であるが、月に１度では定

着できないように思える。町内でも個別訓練のできる場所等を作ってほしい 

雇用・就業について 

○ 本町における就労支援に感謝したい。一部の方かもしれないが、就労している人は生

き生きとしている 

○ 就労後、いかに続けていくかが課題である。能力や障害種別で働ける場の提供を望む 

○ 知的や精神障害のある方の就労場所があるなら、教えてほしい 

保健・医療について 

○ 重度知的障害分野における入院加療が必要とされる場合の関係機関には、特別支援体

制に苦慮願っている現状である。常に第三者を必要とする課題がある 

○ 医療機関が少なく、急を要する場合の対応に困ることがある 

○ 特定疾患の専門医による診察を受けることができれば望ましい 

情報・コミュニケーションについて 

○ 福祉施策の変化に対応しづらい利用者のためにも、分かりやすい言葉を使うなど、工

夫して情報提供に努める 

○ 障害者の利となる情報を積極的に発信願いたい 

町のこれまでの障害者施策の良い点・改善すべき点 

○ 福祉サービス事業の充実 

○ 雇用施策との連携を強化 

○ 医療サービスが６か月間で打ち切りというのをなんとかできないか 

○ 専門職を必要とする施策分野への町の委託方策は良い点である 

○ 以前より精神障害者に対するサービスは改善されてきていると感じる 

町が特に重点的に取り組むべき課題について 

○ 福祉は量も大切であるが、質が求められる時代と考える 

○ サービスを提供する人材の確保と研修。ネットワーク構築 

○ ノーマライゼーションについて 

町の計画策定にあたってのご意見 

○ 実行性のある計画策定を期待する。福祉担当分野のみでなく、庁内の幅広い連携させ

てはどうか 

○ 現状より少しでも前進すること 
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４．計画の策定経過 

 

年 月 日 内   容 

平成 26 年８月８日（金） 

～平成 26 年８月 25 日（月） 

「佐用町 障害のある方の福祉に関するアンケート  

調査」の実施 

平成 26 年 10 月２日（木） 

第１回 佐用町障害者計画及び佐用町障害福祉計画  

策定委員会兼地域自立支援連絡会 

 ・委員委嘱 

 ・役員選出（会長、副会長選出） 

 ・障害者計画及び障害福祉計画の策定について 

 ・佐用町 障害のある方の福祉に関するアンケート  

調査結果報告書について 

 ・第２次佐用町障害者計画及び第４期障害福祉計画

（骨子案）について 

 ・今後のスケジュールについて 

平成 26 年 12 月４日（木） 

第２回 佐用町障害者計画及び佐用町障害福祉計画  

策定委員会兼地域自立支援連絡会 

 ・第２次佐用町障害者計画及び第４期障害福祉計画

（素案）について 

 ・住民等からの意見募集について 

 ・今後のスケジュールについて 

 ・障害者総合支援法対象疾病（難病等）の見直しに

ついて 

 ・兵庫県障害福祉審議会委員の募集について 

 ・障害者虐待防止について 

平成 26 年 12 月１８日（木） 

～平成 27 年１月８日（木） 
住民等の意見募集の実施 

平成 27 年１月●日（●） 
第３回 佐用町障害者計画及び佐用町障害福祉計画  

策定委員会兼地域自立支援連絡会 
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５．佐用町障害者福祉計画策定委員会設置条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、佐用町障害者福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）の設置

及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、佐用町障害者福祉計画策定のため、その基本的内容について協議及び検

討するものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、次の者をもって組織し、町長が委嘱する。 

(１) 佐用町身体障害者福祉協会を代表する者 

(２) 佐用町手をつなぐ育成会を代表する者 

(３) 佐用町社会福祉協議会を代表する者 

(４) 佐用町民生委員・児童委員協議会を代表する者 

(５) 佐用郡医師会を代表する者 

(６) 佐用町内の障害者施設を代表する者 

(７) その他町長が特に必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、佐用町障害者福祉計画の策定完了までとする。 

（役員） 

第５条 委員会に、委員の互選により、次の役員を置く。 

(１) 会長 

(２) 副会長 

２ 会長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、会長が招集し、その議長となる。 
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（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、健康福祉課において処理する。 

（その他） 

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（会議の招集に関する特例） 

２ この条例の施行の日以後最初に開かれる委員会は、第６条の規定にかかわらず、町長が

招集する。 

附 則（平成22年３月30日条例第19号） 

この条例は、平成22年４月１日から施行する。 
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６．委員名簿 

 

No. 団 体 名 ・ 役 職 氏  名 備  考 

１ 佐用町身体障害者福祉協会会長 西坂 越次 身障相談員兼務 

２ 佐用町手をつなぐ育成会会長 木村 政照  

３ 佐用町民生委員児童委員協議会会長 大江 秀謙  

４ 佐用郡医師会代表 岡本 泰子  

５ 佐用町内身体障害者事業所代表 井上 栄恵 

千種川ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

ｾﾝﾀｰ・千種川ﾅｰｼﾝ

ｸﾞﾎｰﾑ 次長 

６ 佐用町内知的障害者事業所代表 廣岡 孝一 播磨園 施設長 

７ 佐用町内精神障害者事業所代表 花尾 より子 

地域活動支援ｾﾝﾀｰ 

あさぎり 所長 

精神相談員兼務 

８ 佐用町手をつなぐ育成会学齢期部会代表 西平 光  

９ 障害者相談員代表 岡本 平 知的相談員 

10 佐用町社会福祉協議会事務局長 野村 正明  

11 龍野健康福祉事務所生活福祉課長 山本 隆裕  

12 佐用町小中学校校長会代表 吉田 和彦 三河小学校長 

13 佐用町保育園園長会代表 吉永 美里 佐用保育園長 

14 町保健師 浅海 優子 健康増進室 

 

 



 89 

 

７．用語解説 

 

 

◎一般就労 

事業所（企業や官公庁）との間に雇用契約を結び、労働基準法や最低賃金法等の労働関

係法のもとで賃金の支払を受ける就労形態をいう。  

 

◎意思疎通 

障害者権利条約第２条において、意思疎通とは「言語、文字の表示、点字、触覚を使っ

た意思疎通、拡大文字、利用しやすいマルチメディア並びに筆記、音声、平易な言葉、朗

読その他の補助的及び代替的な意思疎通の形態、手段及び様式（利用しやすい情報通信機

器を含む。）」と定義されている。これに関係して、障害者基本法第３条において「すべ

て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段について

の選択の機会が確保されるとともに、情報の取得または利用のための手段についての選択

の機会の拡大が図られること。」と示されている。 

 

◎インクルーシブ教育システム 

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度ま

で発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的のもと、障害のあ

る者と障害のない者がともに学ぶ仕組みであり、障害のある者が教育制度一般から排除さ

れないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に

必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている（障害者権利条約第24条）。 

 

 

◎ケアマネジメント 

援助を必要とする人に対し、保健・医療・福祉など様々な社会資源を活用したケアプラ

ンを作成し、適切なサービスを行うこと。 

 

◎権利擁護 

自己の権利を表明することが困難な寝たきりの高齢者や、認知症の高齢者、障害のある

人の権利やニーズ表明を支援し代弁すること。 

 

◎高次脳機能障害 

日常生活及び社会生活への適応が困難となる、脳損傷に起因する認知障害（記憶障害、

注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害など）全般を指す言葉。 

【か行】  

【あ行】  
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◎合理的配慮 

障害者が他の者との平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由を享有し、または行

使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において

必要とされるものであり、かつ、均衡を失したまたは過度の負担を課さないもの（障害者

権利条約第２条）。 

 

 

◎差別 

「障害に基づく差別」とは、障害に基づくあらゆる区別、排除または制限であって、政

治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者との平等

を基礎としてすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し、または行使することを害し、

または妨げる目的または効果を有するものをいう。障害に基づく差別には、あらゆる形態

の差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む（障害者権利条約第２条）。 

 

◎サービス提供事業所 

指定機関（都道府県・市町村）から指定を受け、障害福祉サービス事業を提供する民間

の事業所。 

 

◎肢体不自由  

 身体障害者福祉法施行規則別表第５号において、身体障害の内容を「視覚障害」、「聴

覚または平衡機能の障害」、「音声機能、言語機能またはそしゃく機能の障害」「肢体不

自由」「心臓、じん臓若しくは呼吸器またはぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫不全

ウイルスによる免疫若しくは肝臓の機能障害」と定義している。肢体不自由は、上肢、下

肢、体幹及び乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害をもつ者の総称である。 

 

◎社会モデル 

不利益を個人の特徴と社会のあり方との相互作用から生じるものとし、社会の側にそれ

を改善する責務があると捉える。2006年に採択された国際連合の「障害者の権利に関す

る条約」も社会モデルに基づくもの。 

 

◎障害者  

身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある

者であって、障害及び社会的障壁（障害がある者にとって障壁となるような事物・制度・

慣行・観念その他一切のもの）により継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける

状態にあるもの（障害者基本法第２条）。 

 

 

【さ行】  
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◎地域生活支援事業  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第77条及び第78条に規

定されている事業であって、市町村にあっては障害者等に対する理解を深めるための研

修・啓発事業、障害者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援事業、

障害者等、障害児の保護者等からの相談に応じるとともに、必要な情報の提供等を行う事

業、成年後見制度の利用に要する費用を支給する事業、成年後見制度における法人後見の

活動を支援するための研修等を行う事業、手話通訳者の派遣等を行う事業、日常生活用具

の給付または貸与、手話奉仕員の養成を行う事業、障害者等の移動を支援する事業及び障

害者等を通わせ創作的活動等の機会の提供を行う事業が必須事業とされている。 

 

 

◎難病 

原因不明、治療方法未確立であり、かつ後遺症を残すおそれが少なくない疾病や、経過

が慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手を要するために家族の

負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病のことをいう（難病対策要綱）。 

 

◎ニーズ  

一般的には、生存や幸福、充足を求める身体的・精神的・経済的・文化的・社会的な要

求という意味で、欲求、必要、要求等と訳される。社会福祉の領域においては、社会生活

を営むのに必要な基本的要件の充足ができていない場合に発生する。 

 

 

◎発達障害 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害

その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものと

して政令で定めるもの（発達障害者支援法第2条）。 

 

◎バリアフリー 

高齢者や障害者の歩行、住宅棟の出入りを妨げる物理的障害がなく、動きやすい環境を

いう。または、物理的な障壁を取り除くことだけでなく、障害者を取り巻く生活全般に関

連している制度的、心理的または情報活用等における障壁（バリア）を取り除く（フリー）

こと。 

 

 

【は行】  

【な行】  

【た行】  
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◎福祉教育 

学校の児童・生徒に限らず、地域住民などの福祉の心を育てる教育。福祉問題に目を向

けた学習を通して地域福祉への関心と理解を深め、福祉問題を解決する力を身につけるこ

とをねらいとしている。 

 

◎福祉的就労 

一般就労が困難な障害のある人が、各種の就労のための訓練施設や作業所で職業訓練な

どを受けながら作業を行うこと。 

 

◎福祉避難所 

災害時に高齢者、障害のある人、妊産婦、乳幼児、病者など、一般的な避難所では生活

に支障をきたす人を受け入れてケアする避難所。バリアフリー化され、専門スタッフを配

置した介護施設や学校を自治体が指定する。民間施設の場合は事前に協定を結ぶ。 

 

◎法定雇用率 

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、国、地方公共団体、民間企業等に義務付

けられている、雇用者全体に占める障害者の比率。平成25年4月以降、国、地方公共団体

等は2.3%、民間企業は2.0%とされており、法定雇用率未達成の事業主は、法定雇用障害

者数に不足する障害者数に応じて障害者雇用納付金を納付しなければならない。 

 

 

◎民生委員・児童委員 

民生委員法に基づいて市町村の区域に設置され、市町村議会議員の選挙権を有する者の

中から適任と認められる者が、市町村・県の推薦により厚生労働大臣から委嘱される。  

任期は３年で、職務は①地域住民の生活実態の把握、②援助を必要とする者への相談・

助言、③社会福祉施設への連絡と協力、④行政機関への業務の協力などである。また、児

童福祉法による児童委員も兼ねている。 

 

 

◎ユニバーサルデザイン 

特定の年齢・性別・国籍・心身状態の人を対象とするのでなく、様々な違いを超えて考

慮し、計画・設計することや、そのような状態にしたもの。 

 

 

 

【や行】  

【ま行】  



 93 

 

◎要約筆記 

難聴者、中途失聴者などに、会議、授業などの内容を、手話ではなく文字を筆記してコ

ミュニケーションを図るもの。 

 

 

◎ライフステージ 

人生の各段階。乳幼児期・就学期・成人期・高齢期などに分けられる。 

 

 

 

【ら行】  
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